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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (千円) 4,115,7638,971,3287,533,59610,097,9029,592,166

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △125,7071,573,0061,395,4731,613,191△309,827

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △264,194 959,936 953,929 803,970△704,998

包括利益 (千円) ― ― ― ― △591,903

純資産額 (千円) 3,697,3983,915,8214,720,5915,304,0134,670,152

総資産額 (千円) 6,765,2409,079,03913,325,85018,601,27219,861,801

１株当たり純資産額 (円) 35,067.7943,601.0754,655.9760,915.3653,638.33

１株当たり
当期純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) △2,802.2210,402.8410,809.019,329.77△8,145.00

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.8 43.0 35.1 28.3 23.4

自己資本利益率 (％) ― 26.7 22.2 16.2 ―

株価収益率 (倍) ― 2.1 3.0 6.0 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △250,2031,562,839426,0413,276,844△1,600,134

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 313,569△1,071,650286,877△3,272,609854,955

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △148,559△275,492 △10 △297,923 780,840

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,052,2451,215,0921,951,2681,637,5271,667,898

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人) 134(15) 114(30) 92(22) 157(９) 191(48)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第14期および第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在しますが１株当

たり当期純損失であるため、記載しておりません。

３　第15期、第16期および第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　従業員は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (千円) 2,701,4864,302,4272,335,331618,5381,009,696

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △65,618 179,497 119,658 141,147 344,700

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △52,211 255,099 135,205 16,595△110,367

資本金 (千円) 2,067,2292,067,2292,067,2292,090,2872,090,287

発行済株式総数 (株) 95,630.8995,630 95,630 96,575 96,575

純資産額 (千円) 3,231,4013,326,9453,338,8833,165,9073,092,513

総資産額 (千円) 3,671,1204,251,5833,542,8123,764,7764,374,158

１株当たり純資産額 (円) 34,296.7137,191.2838,972.4236,576.4035,728.47

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
0

(―)
670
(―)

1,000
(─)

1,870
(1,200)

1,000
(―)

１株当たり
当期純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) △553.79 2,750.551,532.02 192.59△1,275.10

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

(円) ― ─ ─ ― ―

自己資本比率 (％) 88.0 78.3 94.2 84.1 70.7

自己資本利益率 (％) ― 7.7 4.1 0.5 ―

株価収益率 (倍) ― 7.9 21.3 291.3 ―

配当性向 (％) ― 24.4 65.3 971.0 ―

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(人) 73(15) 75(26) 13(20) 14(1) 18(0)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第14期および第18期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在しますが１株当

たり当期純損失であるため、記載しておりません。

３　第15期、第16期および第17期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　第18期の１株あたりの配当額1,000円には記念配当330円を含んでおります。

５　従業員は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

６　当社は平成21年10月1日をもって持株会社体制へ移行しております。そのため、第16期の経営指数等は大きく変

動しております。
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２ 【沿革】

平成７年７月 ネットワーク製品の開発・販売を目的として、平成７年７月10日、資本金10,000千円

で東京都千代田区神田和泉町一丁目13番１号にプラネットジャパン株式会社設立

平成８年７月 プラネットコミュニケーションズ株式会社に商号変更

平成８年11月 東京都千代田区神田須田町一丁目７番地に本社移転

平成９年10月 東京都北区赤羽にデリバリーセンターを開設

平成10年２月 プラネックスコミュニケーションズ株式会社に商号変更

平成12年１月 PLANEX COMMUNICATIONS INC.(台湾)を取得し100％子会社化(現　連結子会社)

平成13年２月 東京都中央区日本橋大伝馬町12番７号に本社移転

平成13年７月 JASDAQ市場に上場　　stock code:6784

平成14年４月 デリバリセンター・リペアセンターを東京都北区赤羽から東京都葛飾区亀有に移転

平成14年10月西日本事務所を大阪市中央区伏見町から西区江戸堀に移転

平成17年４月 株式会社アメリカンメガトレンドを株式交換により100％子会社化(現　連結子会社)

同社が株式会社トリスターを100％子会社化

平成17年７月 東京都渋谷区東三丁目16番３号に本社移転

平成18年11月連結子会社である株式会社アメリカンメガトレンドが株式交換により、インプロー

ブ・ネットワークス株式会社を100％子会社化

平成19年１月 大阪営業所を開設

平成19年７月 株式会社MJの第三者割当増資を当社で引き受け連結子会社化

平成19年12月連結子会社である株式会社アメリカンメガトレンドが、株式会社トリスターおよび

インプローブ・ネットワークス株式会社を合併

平成20年６月 東京都葛飾区にプラネックスロジスティック株式会社(現　連結子会社)を設立

平成20年10月株式会社MJを株式交換により100％子会社化(現　連結子会社)

平成21年５月 東京都渋谷区にプラネックスバイオ株式会社(現　連結子会社)を設立

平成21年８月 連結子会社である株式会社アメリカンメガトレンドの商号を、プラネックスフォー

スシステムズ株式会社に変更

平成21年10月持株会社に移行し、当社商号をプラネックスホールディング株式会社に変更

同時に、新設分割方式による会社分割によりプラネックスコミュニケーションズ株

式会社(現　連結子会社)を設立

平成22年６月　ベトナムにPLANEX VIETNAM.CO.,LTD.を設立（現　連結子会社）

平成22年８月　普拉耐科斯貿易(上海)有限公司を設立（現　非連結子会社）

　 連結子会社であるプラネックスフォースシステムズ株式会社において埼玉県八潮市

に支店を設け、自動車流通事業を開始

平成22年11月　連結子会社であるプラネックスロジスティック株式会社の本社を東京都葛飾区亀有

から東京都足立区千住に移転

平成23年３月 連結子会社であるプラネックスバイオ株式会社の商号を、プラネックスデザイン株

式会社に変更し、設計ソリューション事業を開始

平成23年４月 連結子会社である株式会社MJの商号を、株式会社外為ジャパンに変更

平成24年１月 連結子会社であるプラネックスコミュニケーションズ株式会社がプラネックスロジ

スティック株式会社（連結子会社）を合併

平成24年３月 東京都渋谷区恵比寿西二丁目11番９号に本社移転

平成24年３月 連結子会社である株式会社外為ジャパンおよびプラネックスフォースシステムズ株

式会社が株式会社EMCOM CONSULTING（現　プラネックスコンサルティング株式会

社）を100％子会社化（現　連結子会社）
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（プラネックスホールディング株式会社）、情報通

信・ネットワーク関連企業、設計ソリューション関連企業、店頭外国為替証拠金取引関連企業、SI関連企業

および自動車流通企業の計８社により構成されております。

当社グループは、情報通信・ネットワーク関連製品の開発および製造販売ならびに店頭外国為替証拠金

取引等事業ならびに自動車流通事業を主な事業の内容としており、主要な製品・サービスの種類は以下の

とおりであります。

　

　
製品グループ 製品種類

情報通信・
ネットワーク関連製品事業

ネットワークカメラ、ケーブル・アクセサリ、Bluetooth、インターフェース
カード・LANアダプタ、スイッチングハブ、ブロードバンドルータ、HDD・NAS
（LAN接続ハードディスクシステム）、プリントサーバ等

店頭外国為替証拠金取引等事業 店頭外国為替証拠金取引等

自動車流通事業 中古車の販売等

その他 設計ソリューション事業、ＳＩ事業等

（注）この事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

　
事業の系統図は、次のとおりであります。

　

　※上図は、連結財務諸表に影響を及ぼしている当社グループの関係会社の一覧であります。

1. プラネックスバイオ株式会社は、平成23年３月31日付でプラネックスデザイン株式会社に商号変更しております。
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2．株式会社ＭＪは、平成23年４月２日付で株式会社外為ジャパンに商号変更しております。

3. 株式会社オールグリーン・ネットワークスは、平成23年９月８日付で当社が保有する全ての株式を売却したことに

より、持分法適用範囲から除外しております。

4. プラネックス証券株式会社は、平成23年11月25日付で当社が保有する全ての株式を売却したことにより、連結子会社

から除外しております。

5. プラネックスコミュニケーションズ株式会社は、平成24年１月１日付でプラネックスロジスティック株式会社を吸

収合併しております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業の内容
議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

(連結子会社)
 
プラネックスコミュニ
ケーションズ株式会社
(注) ２、３
 

東京都
渋谷区

400,000
情報通信・ネットワーク
関連製品事業

100.0

当社に経営管理を委
任。
役員の兼任…有
設備の貸借…有
資金援助

PLANEX 
COMMUNICATIONS INC.
 

Taipei 
Taiwan

5,000千
NTドル

情報通信・ネットワーク
関連製品事業

100.0
当社に経営管理を委
任。
役員の兼任…有

プラネックスフォース
システムズ株式会社
(注) ２、３

東京都
渋谷区

100,000
情報通信・ネットワーク
関連製品事業および自動
車流通事業

94.2

当社に経営管理を委
任。
役員の兼任…有
設備の貸借…有
資金援助

株式会社外為ジャパン
(注) ２、３

東京都
渋谷区

980,000
店頭外国為替証拠金取引
等事業

100.0

当社に経営管理を委
任。
役員の兼任…有
設備の貸借…有

プラネックス
ロジスティック
株式会社

東京都
足立区

1,000
情報通信・ネットワーク
関連製品事業

100.0

当社に経営管理を委
任。
役員の兼任…有
資金援助

プラネックスデザイン
株式会社

東京都
渋谷区

20,000その他 100.0
当社に経営管理を委
任。

PLANEX VIETNAM.CO.,
LTD.

Hanoi
Vietnam

5,700,000千
VND

その他 100.0
当社に経営管理を委
任。

(その他の関係会社)
ドリームイメージズ
有限会社

東京都
世田谷区

227,400不動産賃貸業
―

(45.7)

代表取締役久保田克
昭が100％保有して
おります。
役員の兼任…有

(注) １　「主要な事業の内容」の欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　特定子会社に該当しております。

３　下記の三社は売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を越えており

ます。

　　主要な損益情報等

　（１）プラネックスコミュニケーションズ株式会社

　　　①売上高　　　　4,318,098千円

　　　②経常損失　　　　648,831千円

　　　③当期純損失　　　668,864千円

　　　④純資産　　　　　424,329千円

　　　⑤総資産　　　　2,066,887千円

　 （２）プラネックスフォースシステムズ株式会社

　　　①売上高　　　　2,689,836千円

　　　②経常利益　　　　117,636千円

　　　③当期純利益　　　 97,798千円　　　　

　　　④純資産　　　　　467,673千円

　　　⑤総資産　　　　　663,045千円

　 （３）株式会社外為ジャパン
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　　　①売上高　　　　2,751,467千円

　　　②経常利益　　　　 26,272千円

　　　③当期純損失　　　  6,484千円　

　　　④純資産　　　  2,784,043千円

　　　⑤総資産　　　 15,772,967千円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

情報通信・ネットワーク関連製品事業 79(47)

店頭外国為替証拠金取引等事業 12( 1)

自動車流通事業 12( -)

その他 70( -)

全社（共通） 18( -)

合計 191(48)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　前連結会計年度末に比べ従業員数が増加した要因は、業容の拡大に伴い情報通信・ネットワーク関連製品事業

において21名、その他において22名増加したこと等によるものであります。

３　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年12月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

18( -) 33.3 1.7 5,530

　

(注)  １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

４　当社のセグメントは「全社（共通）」のみのため、セグメント別情報の記載を省略しております。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（1） 業績

　 当連結会計年度におけるわが国の経済は、平成23年３月に発生した東日本大震災の影響を受け、生産や

設備投資の減少による企業収益の低下や、自粛ムードによる個人消費の低迷などが見られ、厳しい市況が

続きました。下期以降は、サプライチェーンの立て直しにより回復基調への転換が見られたものの、国内

においては、原発事故を端緒とする電力供給の制約や原子力災害の影響、さらに海外においては、欧州の

政府債務危機を発端とする金融システムに対する懸念が顕著となりました。これらの状況を受けて、円高

の加速やデフレの深刻化など、国内経済が下振れするリスクは依然として存在し、予断を許さない状況が

続きました。

　このような市場環境の下、情報通信・ネットワーク関連製品事業におきましては、スマートフォンやタ

ブレット端末の急速な普及や、平成23年７月のアナログ放送終了により、地上デジタルテレビに移行した

ことを受け、無線LAN環境の拡充が急務となる中、関連製品の需要が高まりを見せました。当社グループで

は、これらの市場環境の変化を受けて、関連製品のラインナップの拡充と市場でのシェア確保に努めまし

たが、需要は高まりつつも販売価格競争が激化したことで、製品価格は下落傾向にあり、利益は伸び悩み

ました。また、厳しい市況が続く法人市場においては、注力した大型案件において開発スケジュールの遅

れや当初見積もりより想定以上に工数がかかったことにより大幅に売上原価が膨らみ、利益を圧迫しま

した。さらに、経済環境の悪化を受け棚卸資産の評価を見直した結果、減収減益を余儀なくされました。

　店頭外国為替証拠金取引等事業におきましては、平成23年８月に施行となった第２次レバレッジ規制に

よる市場環境の悪化を見越し、顧客基盤を拡大するため戦略的に打ち出した各種キャンペーンや広告宣

伝が奏功し、口座数および預り残高は堅調に推移いたしました。しかしながら、東日本大震災や米国債格

下げ、欧州政府債務問題等による相場の一時的な変動による取引量の増加があったものの、全体として取

引量は低調となり、また、高収益事業として期待していた原油や金、銀などのCFD事業の立ち上げが遅れ、

本格的な稼動が来期以降の見込みとなったことや、インドネシアにおけるFX事業の開始が大幅に遅延し

たこと等により、売上高・利益ともに伸び悩みました。

 自動車流通事業におきましては、エコカー補助金終了の反動および東日本大震災の影響により、国内で

の新車販売数は減少傾向が見られ、その影響を受け乗用中古車の中古車登録台数は前年実績を下回りま

した。その結果、市場に流通する中古車台数が減少し、中古車相場は一時的に上昇したものの、下期以降は

相場が反転し、安定した収益性を確保することが難しい状況が続きました。このような厳しい環境の下、

当社グループといたしましては、良質な中古車両の仕入を強化し、高粗利車両の販売に注力することに加

えて、販売強化施策として、自動車整備等の付帯サービスをワンストップで提供できる体制を整えた結

果、売上高・利益ともに堅調に推移し、黒字化を達成することができました。

　これらの結果、当社グループ全事業における売上高につきましては、経済環境の悪化による影響は比較

的軽微であったものの、営業利益および経常利益につきましては、前述のとおり情報通信・ネットワーク

関連製品事業における大型案件のスケジュールの遅れや、棚卸資産の評価を見直した影響により、大幅な

減益を余儀なくされました。また、当期純利益につきましては、営業利益および経常利益の下振れに加え

て、保有する投資有価証券や固定資産の評価を見直したことが、下振れの大きな要因となりました。　

　以上の状況により、当連結会計年度の売上高は9,592,166千円（前連結会計年度比5.0％減）、営業損失

246,680千円（前連結会計年度は営業利益1,566,637千円）、経常損失309,827千円（前連結会計年度は経

常利益1,613,191千円）、当期純損失704,998千円（前連結会計年度は当期純利益803,970千円）となりま

した。

　なお、前連結会計年度まで事業の種類別セグメントの業績を「情報通信・ネットワーク関連製品等事

業」「金融事業」「自動車流通事業」に区分して説明しておりましたが、当連結会計年度から「セグメ

ント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）および「セグメント

情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日の適用
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により、「情報通信・ネットワーク関連製品事業」「店頭外国為替証拠金取引等事業」「自動車流通事

業」のセグメントに区分して説明しております。

　

セグメント別の業績を示すと次のとおりであります。文中の各セグメントの売上高は、セグメント間の

内部売上高を含んでおりません。

① 情報通信・ネットワーク関連製品事業　

当セグメントにおける売上高は4,467,524千円(前連結会計年度比0.4％減）、営業損失は527,070

千円（前連結会計年度は営業利益237,108千円）となりました。

② 店頭外国為替証拠金取引等事業

当セグメントにおける売上高は2,751,467千円(前連結会計年度比39.8％減）、営業利益は32,082

千円(前連結会計年度比97.7％減）となりました。

③ 自動車流通事業

当セグメントにおける売上高は2,372,123千円(前連結会計年度比131.6％増）、営業利益は34,586

千円(前連結会計年度は営業損失1,321千円）となりました。

④ その他

当セグメントにおける売上高は1,050千円(前連結会計年度比93.9％減）、営業損失は10,056千円

(前連結会計年度は営業損失23,407千円）となりました。

　

（2） キャッシュ・フローの状況

連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は30,371千円増加し

1,667,898千円となりました。

当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、外国為替顧客区分管理信託の増加によ

る支出、法人税等の支払による支出などにより1,600,134千円の支出（前年同期は3,276,844千円の収

入）となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、差入保証金の減少による収入などに

より854,955千円の収入（前年同期は3,272,609千円の支出）となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入による収入及び社債の発行

による収入などにより780,840千円の収入（前年同期は297,923千円の支出）となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループ製品の生産は、主に台湾・中国等における生産委託によっているため、生産実績の記載は

省略しております。

　

(2) 製品仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示しますと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％)

情報通信・ネットワーク関連製品事業 3,607,116 5.5

自動車流通事業 2,295,012 107.6

合計 5,902,128 30.5

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金額は、仕入価格によっております。

　

(3) 受注実績

当社グループは受注生産を行っていないため、受注状況の記載は省略しております。

　

(4) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

情報通信・ネットワーク関連製品事業 4,467,524 △0.4

店頭外国為替証拠金取引等事業 2,751,467 △39.8

自動車流通事業 2,372,123 131.6

その他 1,050 △93.9

合計 9,592,166 △5.0

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間取引については相殺消去しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、成長する企業への飛躍を目指して、「コーポレートガバナンスの強化およびコンプラ

イアンスの重視」を基本とし、「“your life．simple.”をブランドコンセプトとした製品開発」並び

に「グループ各社とのシナジー効果の創出」の３つに重点を置いて経営にあたっております。また、当連

結会計年度において著しく低下した収益力の回復に注力し、企業価値の向上を図ってまいります。

　

① コーポレートガバナンスの強化およびコンプライアンスの重視

コーポレートガバナンスの強化およびコンプライアンスの重視により、法の秩序と社会的規範に

従った経営を行います。

　

② “your life．simple.”をブランドコンセプトとした製品開発

お客様の生活を、より簡単に、より楽しく、より自由に、そして一層便利になる製品やサービスを提供

するため、コア製品の絞り込み、経営資源の集中的な投入、営業力の強化を図り、開発、製造、販売・流通

の各局面において改革を実行いたします。

　

③ グループ各社とのシナジー効果の創出

一元的な経営管理体制による柔軟かつ迅速な対応を行い、さらには各グループ会社の業績と責任を

明確にすると同時に、各グループ会社間での事業シナジーを生み出すことができるよう経営体制をよ

り強固にしてまいります。

　

④ 収益力の回復

販売・在庫の管理をより一層強化して収益基盤の強化と安定化を図ります。また、業務の効率化によ

る製造原価の抑制、積極的な経費削減に取り組むことで、収益力を向上させ、黒字転換を目指してまい

ります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性がありま

す。以下において、当社グループの事業等に関するリスク要因について、投資家の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある主な事項を記載しております。これらは当社株主への投資に関するリスクを網羅

するものではなく、記載された事項以外の予見し難いリスクも存在いたします。なお、文中における将

来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

（１）経営全般

①　人材の確保、育成について

当社グループでは、積極的な人材採用、評価・報酬制度の充実、教育研修制度等の拡充・強化により、

役職員の意識向上、組織の活性化および人材の育成・定着に取り組んでおります。しかし、人材の育成

・定着が困難な場合には、当社グループの業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

　

②　事業の強化について

当社グループでは、注力する製品やサービスを選定のうえ、人材や資本を効率よく投入し、各事業を

より一層強化することで、安定収益を確保してまいります。しかしながら、選定を誤った場合、当該事業

の収益力が低下する可能性があり、当社グループの業績および財政状態に影響を与える可能性があり

ます。

　　

③　為替変動について

当社グループは、為替変動リスクを避けるため為替オプション契約を含む為替予約を行う等、影響を

最小限にとどめておりますが、想定以上の為替変動により当社グループの業績および財政状態に影響

を与える可能性があります。

　

④　個人情報管理について

当社グループは個人情報の管理に万全を期しておりますが、予期せぬ事態による顧客情報の漏洩・

流出が発生した場合、社会的信用を失墜する可能性があります。

　

（２）情報通信・ネットワーク関連製品事業

①　技術革新について

情報通信・ネットワーク関連機器業界は技術革新が著しいため、国内外の技術動向および市場動向

の把握に努めておりますが、流行遅れによる製品の陳腐化および開発遅延による市場需要への対応の

遅れを引き起こす可能性があります。また、当社では常に最新技術の研究開発を進めておりますが、そ

れらへの対応等に想定以上に工数がかかった場合、当社グループの業績および財政状態に影響を与え

る可能性があります。

　
②　海外の経済環境について

当社グループの主要製造拠点は全て海外にあり、当該国または地域の経済状況は当社グループの生

産活動に大きく影響を及ぼします。生産拠点・出荷方法の代替手段を用意する等の対策を講じており

ますが、自然災害、テロ・戦争の勃発、輸出入規制、政治情勢等によって、生産・出荷の遅延や停止の可

能性があります。
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③　生産拠点の選定と製品の品質維持について

当社グループは、工場を所有しないファブレス企業であるが故に、品質管理においてEMS

（「Electronics Manufacturing Survice」…電子機器の受託生産サービス）の選定が重要となりま

す。製品設計と製造管理においては万全を期しておりますが、予期せぬ不具合品の発生等により、当社

グループの業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

　

④　訴訟について

当社グループは製品の品質や安全性を重視しておりますが、国内外で事業を遂行していく上で、瑕疵

担保責任や製造物責任に関する訴訟を提起されるリスクは常に存在しております。また、当社では事業

を遂行していく上で、他社の知的財産権を適法に使用することとしておりますが、当社の認識外で他社

の知的財産権を侵害している場合にも、訴訟を提起されるリスクがあります。仮に、当社グループが提

訴された場合、訴訟結果によっては当社グループの業績および財政状態に影響を与える可能性があり

ます。

　

（３）店頭外国為替証拠金取引等事業

①　法的規制について

ⅰ）金融商品取引法について

イ．金融商品取引業者登録

株式会社外為ジャパンは、金融商品取引業を営むため、金融商品取引法第29条、第29条の２および第

29条の３に則り登録を受けております。また、株式会社外為ジャパンは、金融商品取引法、関連政令、府

令等の諸法令に服して事業活動を行っておりますが、今後、株式会社外為ジャパンが同諸法令に抵触す

る事態が発生した場合には、内閣総理大臣より業務停止や登録取消等の行政処分を受ける可能性があ

り、その場合、当社グループの風評、業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

　

ロ．自己資本規制比率

金融商品取引業者には、金融商品取引法第46条の６に基づき自己資本規制比率の制度が設けられて

おります。

金融商品取引業者は、自己資本規制比率が140％を下回ることのないようにしなければならず（金融

商品取引法第46条の６第２項）、内閣総理大臣は金融商品取引業者に対し、その自己資本規制比率が

120％を下回るときには業務方法の変更を命ずること、また、100％を下回るときには３ヶ月以内の期

間、業務の停止を命ずる事ができ、更に業務停止後３ヶ月を経過しても100％を下回り、かつ、回復の見

込がないと認められるときは、金融商品取引業者の登録を取り消すことができるとされております

（金融商品取引法第53条）。 なお、株式会社外為ジャパンの自己資本規制比率は、平成23年12月31日現

在で333.8％となっており、上記の自己資本規制比率の値を常時上回るよう運営しております。しかし

ながら、今後、上記要件に抵触した場合には、内閣総理大臣による厳しい行政処分を受ける可能性があ

り、その場合、当社グループの風評、業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

　

ハ．顧客資産の分別管理について

金融商品取引業者は、金融商品取引法第43条の３に基づき顧客から預託を受けた金銭については自

己の固有財産と分けて管理することが義務付けられており、顧客の計算に属する金銭および金融商品

の価格に相当する財産については、内閣府令（金融商品取引業等に関する内閣府令第143条）で定める

ところにより、管理しなければならないとされております。株式会社外為ジャパンは、日証金信託銀行
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株式会社およびみずほ信託銀行株式会社と金銭信託契約を締結しており、顧客から預託を受けた金銭

について金銭信託による信託保全を行うことで、法令等が要請する分別管理義務を充足しております。

しかしながら、分別管理が適切に行われなかった場合、金融庁より業務停止や登録取消等の行政処分が

行われることがあり、その場合、当社グループの風評、業績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。

　

ⅱ）金融商品販売法、消費者契約法について

金融商品の販売等に関する法律は、平成13年４月１日から施行されております。同法は、金融商品の

販売等に際して顧客の保護を図るため、金融商品販売業者等の説明義務およびかかる説明義務を怠っ

たことにより顧客に生じた損害の賠償責任ならびに金融商品販売業者が行う金融商品の販売等にかか

る勧誘の適正の確保のための措置について定めております。

また、消費者契約法は、平成13年４月１日以降に締結される消費者契約に適用されております。同法

は、消費者契約における消費者と事業者との間に存在する構造的な情報の質および量ならびに交渉力

の格差（総じて情報の非対称性）に着目し、一定の条件下において、消費者が契約の効力を否定するこ

とができる旨を規定しております。

株式会社外為ジャパンでは、かかる法律への違反が無いように内部管理体制を整備しております。し

かしながら、今後これらの法律に違反する事実が発生した場合には、損害賠償責任が生じることがあ

り、顧客からの信頼が毀損する等、当社グループの風評、業績および財政状態に影響を与える可能性が

あります。

　

ⅲ）犯罪による収益の移転防止に関する法律について

平成20年３月１日より、犯罪による収益の移転防止に関する法律（以下「犯罪収益移転防止法」と

いう。）が施行され、これに基づき金融機関に対し本人確認が義務づけられることとなりました。犯罪

収益移転防止法の施行に伴い、従来、金融機関に本人確認を義務づけていた「金融機関等による顧客等

の本人確認等および預金口座等の不正な利用防止に関する法律」（以下「本人確認法」という。）は

廃止されましたが、本人確認法と同様に本人確認の内容は基本的に変わりありません。顧客の本人確認

および記録の保存、顧客管理体制の整備を促すことにより、テロ資金や犯罪収益の追跡のための情報確

保とテロ資金供与およびマネー・ロンダリング等の利用防止を目的としております。

株式会社外為ジャパンは、犯罪収益移転防止法に基づき所定の書類等を顧客から徴収し、本人確認を

実施するとともに、顧客カードを作成し、本人確認記録および取引記録を保存しております。

しかしながら、株式会社外為ジャパンの業務方法が同法に適合していないという事態が発生した場

合には、金融庁長官による行政処分や刑事罰等により、当社グループの風評、業績および財政状態に影

響を与える可能性があります。

また、今後これらの法的規制の改正や新たな法的規制が設けられた場合には、当社グループの業績お

よび財政状態に影響を与える可能性があります。

　

②　コンピュータシステムについて

株式会社外為ジャパンのコンピュータシステムは子会社であるプラネックスコンサルティング株式

会社（以下、「PC」という。）が開発、保守管理を行っております。また、外国為替証拠金取引システム

の安定稼動は経営の最重要課題の一つと認識しており、サービスレベルの維持向上に全力で取り組ん

でおります。 
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保守管理につきましては、PCが行い、専門知識を有するシステム要員がシステムを監視するという、

管理体制を整えております。サーバ等コンピュータシステムにつきましては、耐震性についての信頼性

が高い外部のデータセンターに設置されており、データ送受信回線についてもバックアップシステム

や回線の多重化等、充実を図っており、危機管理体制の充実に努めております。しかしながら、これらの

システムが、ハードウェア、ソフトウェアの不具合、人為的ミス、通信回線の障害、コンピュータウィル

ス、サイバーテロのほか、災害等によってシステム障害が発生し機能不全に陥って事業活動に支障をき

たす場合には、当社グループの風評、業績および財政状態に影響を与える可能性があります。

また、外国為替証拠金取引市場における競争優位を確保していくため、独創的で差別化された取引

サービスの提供とトレードシステムのインフラ整備に向け、システム開発を行うことで顧客満足度の

向上を目指し、顧客基盤の拡大、強化に結び付けていく考えでおります。しかしながら、こうしたシステ

ム開発が計画どおりに進まず、また、当初予想していたとおりの投資効果が得られなかった場合には、

当社グループの業績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

　

③　カバー取引について

株式会社外為ジャパンが提供する店頭外国為替証拠金取引は、顧客と株式会社外為ジャパンによる

相対取引でありますが、株式会社外為ジャパンは、顧客に対するポジションをリスクヘッジするため

に、カウンターパーティーとも相対取引をしております。株式会社外為ジャパンは、取引先リスク等を

分散するために欧米等において実績のある銀行、ブローカー会社10社のカウンターパーティーと取引

をしておりますが、当該カウンターパーティーがシステム障害その他の理由で機能不全に陥った場合

には、顧客に対するポジションのリスクヘッジが実行できない可能性があります。また、何らかの突発

的な事象を材料に外国為替相場が短時間のうちに急激に変動した場合には、カウンターパーティーに

対し、自己売買ポジションのカバー取引が行えない可能性があり、その際には株式会社外為ジャパン自

身が外国為替相場変動リスクを負うことになります。そのような場合には、当社グループの業績および

財政状態に影響を与える可能性があります。

また、カウンターパーティーとは友好な関係にありますが、カウンターパーティーの経営成績および

財政状態悪化、契約破棄、破産等により、当社グループの業績および財政状態に影響を与える可能性が

あります。

　

④　個人情報の保護について

株式会社外為ジャパンは、顧客の氏名、電話番号、銀行口座等の個人情報を取り扱っております。これ

ら個人情報につきましては、厳重な社内管理を行っており、具体的には、セキュリティで保護された

データセンターでのサーバ管理やオフィスエリアへの入退室管理等を行っております。

このように個人情報の適正な保護に努めておりますが、外部からの不正アクセスや内部管理体制の

瑕疵等により個人情報が漏洩した場合には、監督官庁からの処分や損害賠償請求を受けると同時に社

会的な信用を失う恐れがあり、当社グループの風評、業績および財政状態に影響を与える可能性があり

ます。

　

⑤　経営環境について

株式会社外為ジャパンが運営する店頭外国為替証拠金取引において、平成21年８月１日に施行され

た「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」では、顧客から預託を受けた金

銭の区分管理方法を金銭信託に一本化することや、ロスカット・ルールの整備・遵守を義務付けられ

ること等が定められ、更に、平成22年８月１日に施行された「金融商品取引業等に関する内閣府令の一
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部を改正する内閣府令」では、顧客保護の観点からレバレッジ上限25倍等の各種規制が定められてお

ります。

これら法的規制の新設等に伴い、事業を継続できない業者が出る一方で、業者間では新たに顧客を獲

得するためのスプレッドの縮小（または取引コストの縮小）や、商品スペック・サービスの競争激化

が予想されます。また、インターネット専門の証券会社を中心に、店頭外国為替証拠金取引を扱う業者

も増加しており、脅威となる可能性があります。

また今後、業界の健全化が図られ「貯蓄から投資へ」の流れが進んでいく中で、ビジネスチャンスを

求める銀行、証券会社、商品取引員、外資系企業、IT系企業等の多様な業種からの市場参入が予想され、

より厳しい競争環境が予想されます。これらの競争激化に伴い、新たに顧客を獲得するために必要な１

口座当たりの費用が増加することも考えられます。そうした場合、当社グループの業績および財政状態

に影響を与える可能性があります。

　

（４）自動車流通事業

マーケットの環境について

自動車業界は、若年層の嗜好の変化、景気低迷による個人消費の落ち込み等の影響により、市場規模

が縮小する可能性があります。また、新車販売の落ち込みにより、今後良質な中古車の供給不足をもた

らす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

  株式譲渡契約

平成24年２月29日に当社連結子会社である株式会社外為ジャパンおよびプラネックスフォースシス

テムズ株式会社は、株式会社EMCOM CONSULTING（現プラネックスコンサルティング株式会社）を子会

社化するため、同社の100％親会社であるEMCOM株式会社から同社の保有株式（5,000株、発行済株式の

100％）を停止条件付ですべて売渡す「株式売買契約」を、EMCOM株式会社と締結しました。平成24年３

月27日、当該停止条件が成就したことにより、株式会社EMCOM CONSULTING（現プラネックスコンサル

ティング株式会社）は平成24年３月27日付で当社の孫会社となりました。詳細は「第５ 経理の状況 

１.連結財務諸表等　重要な後発事象」に記載のとおりであります。
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度においては、従来のテーマ「脱PC宣言」に基づき、スマートフォン市場、ゲーム端末

市場、家庭AV機器市場の顧客に向けて「シンプル＝分かりやすい」 「コンパクト＝どこでも使える」

を開発テーマに掲げ、ユーザビリティの向上、ポータビリティの追求を推進してまいりました。

無線ネットワーク製品においては、スマートフォン市場の拡大によって、Wi-Fi環境の整備が急務な

中、KDDI株式会社と共同で「HOME SPOT CUBE」を開発いたしました。本製品は、KDDI株式会社が提供す

る専用アプリケーション「au Wi-Fi接続ツール」を利用することで、auスマートフォンの画面を見な

がら、「かんたん接続」のボタンひとつでWi-Fiに接続できる無線LANアクセスポイントです。本製品は

IEEE802.11aにも対応しており、映像コンテンツ等の配信を考慮した仕様になっています。また、デザイ

ンにはスタイリッシュなキューブ型を採用し、「繋がる事でもっと便利に楽しむ」 を実現いたしまし

た。

無線子機においては、従来からのECOをテーマに省電力・小型化を実現した超小型無線LANアダプタ

製品として、IEEE802.11aに対応した、GW-USDual300、GW-USFang300を開発し、ラインアップに追加いた

しました。

また、家庭AV機器市場に向けて、ストレージ・Bluetooth製品ラインアップの充実化、ワイヤレスディ

スプレイシステムMZK-WD300DHの開発、FluCardの取扱いなど、同市場に向けて新たなアプローチを行っ

ております。

以上の結果、当連結会計年度の情報通信・ネットワーク関連製品事業における研究開発費の総額は

2,090千円であります。なお店頭外国為替証拠金取引等事業部門及び自動車流通事業部門の研究開発活

動は該当ありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項については、当連結会計年度末現在、当社グループが判断したものであります。

　

(1) 重要な会計方針及び見積もり

当社グループの連結財務諸表は一般に公正妥当と認められた会計基準に基づき作成しております。決

算日における資産負債の報告数値につきましては一部見積もりによる算定を含んでおります。見積もり

については過去の実績や外部情報に基づき厳正に判断をしております。しかし、不確定な要素も含んでお

り、実際の結果はこれらの見積もりと異なる場合があります。

　

(2) 経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は9,592,166千円（前連結会計年度比5.0％減）、営業損失246,680千円（前連

結会計年度は営業利益1,566,637千円）、経常損失309,827千円（前連結会計年度は経常利益1,613,191千

円）、当期純損失704,998千円（前連結会計年度は当期純利益803,970千円）となりました。

　

(3) 財政状態の分析

＜資産＞

　当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末比1,260,528千円増の19,861,801千円でありま

す。これは、現金及び預金、外国為替取引顧客区分管理信託、土地の増加などによるものであります。

　
＜負債＞

　当連結会計年度における負債は、前連結会計年度末比1,894,389千円増の15,191,648千円となりました。

これは、外国為替受入証拠金、長期借入金及び社債の増加などによるものであります。

　
＜純資産＞

　当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末比633,860千円減の4,670,152千円となりました。これ

は、利益剰余金の減少などによるものであります。

　

(4) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析につきましては「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。
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(5) 今後の事業展開方針

　わが国経済の先行きは、各種政策効果などを背景に景気の緩やかな持ち直し傾向が続くことが期待され

ます。しかし、当連結会計年度同様、海外景気の下振れに国内景気が下押しされる等のリスクは依然とし

て存在し、景気に対する不透明感は払拭されておりません。

　このような状況の下、情報通信・ネットワーク関連製品事業では、スマートフォンやタブレット端末、

ネットワーク接続で楽しむゲーム機器や家電のさらなる普及により、Wi-Fi環境があらゆる場面で求めら

れると見込んでおります。当社グループといたしましては、こうした市場ニーズを的確に捉えた上で、商

品開発力および営業力の強化に努め、主力製品の販売拡大および新製品の早期市場浸透を図るとともに、

他社にはない製品の販売や提案を積極的に行います。さらに、組織の再構築により、状況に応じた事業展

開を進める体制を強固なものとすることで、刻々と変化する市場環境にも迅速に対応し、安定した収益の

確保を目指してまいります。

　店頭外国為替証拠金取引等事業につきましては、サービスの多角化、集客力の強化を図るとともに、国内

市場と比較して規制が緩和されている海外市場も視野にいれつつ、事業の強化を図ってまいります。

　自動車流通事業では、引き続き良質な中古車両の仕入を強化し、小売りを中心とした高粗利車両の販売

に注力するとともに、自動車整備等の付帯サービスをワンストップで提供できる体制を確固たるものに

することで、安定収益による継続黒字を目指します。

　

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営者は、個人消費の低迷、設備投資の減少、為替変動等の国内経済の低迷に対して、製

造原価の抑制策や経費削減、為替予約等によってリスクの軽減を図るとともに、外部環境の変化に迅速に

適応できる経営体制の構築に取り組むこととしています。これらの課題を解決し、ステークホルダーの要

請に一層応えるため、内部統制を核としたコンプライアンスおよびコーポレート・ガバナンスのための

強化に努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、生産設備の増強、事業運営の効率化を目的とした設備投資を実施

しております。

　
当連結会計年度の設備投資の総額(内部取引消去後)は777,863千円であり、セグメントごとの設備投資に

ついて示すと、次のとおりであります。

　
(1)情報通信・ネットワーク関連製品事業

当連結会計年度の主な設備投資は建物附属設備であり、33,702千円(内部取引消去前)の投資を実施しま

した。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(2)店頭外国為替証拠金取引等事業

当連結会計年度の主な設備投資はサーバー等の工具器具備品やソフトウェアであり、42,271千円(内部取

引消去前)の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(3)自動車流通事業

当連結会計年度の主な設備投資は店舗設備の拡充であり、2,030千円(内部取引消去前)の投資を実施しま

した。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成23年12月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価格(千円）
従業員数
(人)

建物
工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(東京都渋谷区)

-

新社屋、建物
附属設備、ソ
フトウェア
等

134,2683,164
407,979
(186.11)

15,000560,41118

(注)１　本社の建物は、賃借しております。

　　２　従業員数は、平均臨時雇用者数を含んでおります。

　　３　「その他」は建設仮勘定であります。

　
(2) 国内子会社

　　　平成23年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価格（千円）
従業員数
(人)

建物
工具、器具
及び備品

その他 合計

プラネックスコ
ミュニケーショ
ンズ株式会社

本社(東京
都渋谷区)

情報通信・ネット
ワーク関連製品事業

建物附属設
備、器具備品

15,0516,801 - 21,853 60

プラネックス
フォースシステ
ムズ株式会社

本社(東京
都渋谷区)

情報通信・ネット
ワーク関連製品事業
及び自動車流通事業

車両及び運搬
具、器具備品

- 1,950 110 2,061 12

株式会社外為
ジャパン

本社(東京
都渋谷区)

店頭外国為替証拠
金取引等事業

建物附属設
備、車両及
び運搬具、
器具備品

7,494150,345678158,51712

プラネックス
ロジスティック
株式会社

本社(東京
都足立区)

情報通信・ネット
ワーク関連製品事業

建物附属設
備、車両及
び運搬具

7,597 944 0 8,542 6

(注)１　本社の建物は、賃借しております。

　　２　従業員数は、平均臨時雇用者数を含んでおります。

　　３　「その他」は車両運搬具であります。

　

(3) 在外子会社

　　 平成23年12月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価格（千円）
従業員数
(人)

建物
工具、器具
及び備品

合計

PLANEX 
COMMUNICATIONS 
INC.(台湾)

本社（台北
市）

情報通信・ネットワー
ク関連製品事業

建物附属設
備及び器具
備品

718 975 1,694 13

PLANEX VIETNAM.
CO.,LTD.

本社（ハノ
イ市）

その他
建物附属設
備及び器具
備品

678 8,8099,487 70

(注)１　本社の建物は、賃借しております。

　　２　従業員数は、平均臨時雇用者数を含んでおります。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 255,200

計 255,200

　
② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年３月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 96,575 96,575
大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ（スタン
ダード）

(注)1、2

計 96,575 96,575 ― ―

(注) １　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年１月１日～
平成19年12月31日
　　　 (注１)

- 95,630.89 - 2,067,229△1,185,701516,807

平成20年１月１日～
平成20年12月31日
　　　 (注２)

△0.89 95,630.00 - 2,067,229 - 516,807

平成22年１月１日～
平成22年12月31日
　　　（注３）

945 96,575.0023,0582,090,28723,058 539,865

(注１)　平成19年３月28日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づく、その他資本剰余金および欠損て

ん補のためのその他利益剰余金への振替であります。

(注２)　自己株式の消却による減少であります。

(注３)　平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の権利行使による増加

であります。

　

(6) 【所有者別状況】

平成23年12月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の
状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 1 12 16 8 3 3,517 3,557 -

所有株式数
(株)

0 284 1,18340,955 599 76 53,47896,575 -

所有株式数
の割合(％)

0 0.29 1.23 42.41 0.62 0.08 55.37100.00 -

(注) １　自己株式10,019株は「個人その他」に10,019株含まれております。なお、期末日現在の実質的な所有株式は　　

10,019株です。
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(7) 【大株主の状況】

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ドリームイメージズ有限会社 東京都世田谷区代沢5-5-6 39,566 40.97

久保田　克昭 東京都世田谷区 9,769 10.12

中村　満 東京都調布市 1,053 1.09

池上　宏 東京都足立区 872 0.90

森　英樹 佐賀県佐賀市 815 0.84

株式会社松栄 東京都台東区浅草橋1-21-1 700 0.72

鈴木　裕子 神奈川県横浜市港北区 445 0.46

池田　成人 愛媛県今治市 425 0.44

岩瀬　英一郎 東京都江東区 415 0.43

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 403 0.42

計 54,463 56.39

(注)　上記のほか、当社所有の自己株式、10,019株（10.37％）があります。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   10,019

　 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 　　　   86,556 86,556 ―

単元未満株式 ─ ― ―

発行済株式総数 96,575 ― ―

総株主の議決権 ― 86,556 ―

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
プラネックスホールディン
グ株式会社

東京都渋谷区恵比寿西二丁
目11番９号

10,019 － 10,019 10.37

計  ― 10,019 － 10,019 10.37

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　　　【株式の種類等】 普通株式

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った取得自己
株式

─ ─ ─ ―

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

─ ─ ─ ―

その他(─) ─ ─ ─ ―

保有自己株式数 10,019 ─ 10,019 ─
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つとして認識しており、経営基盤の強化と財務

体質の健全性を考慮しつつ、業績に応じて安定的に配当の継続を行うことを利益配分の基本方針としてい

ます。

当社は剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は会社法第454条第5項の規定に基づき中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

この方針に基づいて、当期は期末配当として、普通配当670円に上場10周年を記念した記念配当330円を加

えた1,000円とさせていただきます。

また、自己株式の取得につきましても、必要な内部留保の水準を考慮しつつ、経営環境の変化や財務状況

等を勘案の上、弾力的・機動的に対処してまいります。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

最高(円) 40,100 29,210 44,050 97,900 59,300

最低(円) 11,000 19,500 19,000 27,200 18,060

(注) 　最高・最低株価は、平成22年３月31日以前はジャスダック証券取引所におけるものであり、平成22年４月１日か

ら平成22年10月11日までは大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22年10月12日以降は

大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 33,950 35,950 28,400 24,600 22,600 28,390

最低(円) 31,050 26,300 21,450 21,500 18,060 19,010

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役 会長 久保田 克昭 昭和36年９月４日生

平成７年７月 プラネットジャパン株式会社(現

プラネックスホールディング株

式会社) 設立 代表取締役社長

平成22年12
月期に係る
定時株主総
会終結の時
から平成24
年12月期に
係る定時株
主総会終結
の時までで
あります。

9,769
平成９年６月

 
平成24年３月

PLANEX COMMUNICATIONS INC.(台

湾)設立 董事長

当社代表取締役会長（現任）

代表取締役 社長 池上　宏 昭和47年10月14日生

平成９年７月

 

平成15年12月

 

平成17年12月

 
平成21年４月

 
平成21年７月

 

平成21年10月

　

 
平成22年８月 

 
平成23年１月

 
 
 
平成23年３月

 
平成23年７月

 
平成24年３月

株式会社イケイケオート設立　代

表取締役

株式会社イマ・グループ代表取

締役

株式会社IKEオートビュース取締

役副社長

株式会社MJ（現株式会社外為

ジャパン）取締役（現任）

当社取締役管理本部長兼経営企

画室長

当社取締役副社長

プラネックスコミュニケーショ

ンズ株式会社代表取締役

PLANEX COMMUNICATIONS INC.(台

湾)董事長

プラネックスカーズ株式会社代

表取締役

プラネックスコミュニケーショ

ンズ株式会社取締役（現任）

プラネックスフォースシステム

ズ株式会社取締役（現任）

プラネックスカーズ株式会社取

締役（現任）

当社代表取締役社長（現任）

同上 885

取締役 ― 富樫　憲太郎 昭和53年11月14日生

平成14年４月 株式会社武富士入社

平成23年12
月期に係る
定時株主総
会終結の時
から平成25
年12月期に
係る定時株
主総会終結
の時までで
あります。

－

平成16年１月 ポラス株式会社入社

平成19年１月 株式会社イージーユース（現ア

キナジスタ株式会社）入社

平成21年４月 同社取締役

平成23年６月

平成23年９月

平成23年12月

 
 
平成24年２月

平成24年３月

当社入社

当社財務経理部課長

当社財務経理部長（現任）

普拉耐科斯貿易（上海）有限公

司監査人（現任）

当社管理本部長（現任）

当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日
略歴

任期
所有株式数
(株)

取締役 ― 廣瀬 茂男 昭和21年11月14日

昭和44年４月

昭和51年４月

平成７年４月

平成10年６月

平成15年４月

 

平成16年４月

 

平成21年10月

平成23年３月

サンコール株式会社 入社

本田技研工業株式会社 入社

ホンダ・チェコスロバキア 社長

ホンダ・ベルギー 社長

ホンダ・モーター・ヨーロッパ

・サウス 社長

本田技研工業株式会社 地域執行

役員

当社顧問

当社 取締役（現任）

平成22年12
月期に係る
定時株主総
会終結の時
から平成24
年12月期に
係る定時株
主総会終結
の時までで
あります。

－

取締役 ― 竹村　譲 昭和26年１月16日

昭和48年４月

 

昭和63年10月

 

平成15年４月

 

平成16年４月

 

平成16年10月

 

平成22年７月

 
平成23年３月

日本アイ・ビー・エム株式会社 

入社

同社パーソナルコンピュータ事

業部スタッフマネジャー

同社ソフトウエア事業部

副部長

国立大学法人 高岡短期大学 産

業造形学科 教授

富山大学 芸術文化学部 非常勤

講師（現任）

プラネックスコミュニケーショ

ンズ株式会社取締役（現任）

当社取締役（現任）

同上 －

常勤監査役 ― 三橋　清治 昭和９年10月10日生

昭和36年４月

 

丸紅飯田株式会社(現丸紅株式会

社)入社

平成23年12
月期に係る
定時株主総
会終結の時
から平成27
年12月期に
係る定時株
主総会終結
の時までで
あります。

50

平成３年４月 同社機械第二営業経理部 部長

平成５年４月

 

丸紅マシナリー株式会社経理部

長

平成９年４月

 

株式会社丸紅重工トレーディン

グ入社

平成12年12月

平成18年３月

 
平成21年10月

 

当社常勤監査役(現任)

プラネックスフォースシステム

ズ株式会社監査役（現任）

プラネックスコミュニケーショ

ンズ株式会社監査役（現任）

監査役 ― 山崎　貴史 昭和46年８月７日生

平成９年10月 中央監査法人入社

同上 －

平成13年４月 公認会計士登録

平成17年11月 山崎貴史公認会計士事務所開設

　 同事務所所長(現任)

平成20年３月

平成20年８月

 
平成21年10月

 

当社監査役(現任)

株式会社MJ（現株式会社外為

ジャパン）監査役

プラネックスコミュニケーショ

ンズ株式会社監査役（現任）

監査役 ― 荒木　裕一 昭和29年３月15日生

昭和57年４月

平成16年３月

平成18年３月

平成19年２月

 
平成19年６月

 
平成20年３月

 
平成20年３月

平成20年６月

 
平成20年８月

 
平成21年10月

 

大和證券株式会社入社

有限会社フットワークス取締役

株式会社イーライセンス監査役

株式会社レコミュニ（現オトト

イ株式会社代表取締役

株式会社ラーニングプロセス代

表取締役

株式会社レコミュニ（現オトト

イ株式会社）監査役（現任）

当社監査役(現任)

株式会社ラーニングプロセス取

締役（現任）

株式会社MJ（現株式会社外為

ジャパン）監査役（現任）

プラネックスコミュニケーショ

ンズ株式会社監査役（現任）

同上 25

計 10,729

　

(注) １　取締役　廣瀬茂男および竹村譲は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役　三橋清治、山崎貴史、荒木裕一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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３　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役２

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

小林　弘明 昭和35年８月22日

平成４年４月

 
平成10年４月

弁護士登録

坂口法律事務所入社

リーガルプラザ法律事務所設立
（注） ―

平成15年１月

 
平成15年９月

B.ポジティブ法律事務所設立

同事務所所長（現任）

桐蔭横浜大学法学部客員教授

市川　悌二 昭和21年１月20日

昭和43年４月

昭和50年２月

 
平成２年３月

 
平成６年12月

 
平成７年６月

平成12年１月

 
平成13年４月

平成15年８月

平成17年12月

 
平成19年10月

平成21年４月

平成21年９月

平成22年２月

 
平成23年３月

平成24年３月

三菱商事株式会社入社

Ascenseurs Mitsubishi France,S.A.

副社長

仏国三菱商事会社副社長

MC Property S.A.社長

三菱商事株式会社イスタンブール支

店支店長

同社アンカラ支店支店長

同社欧州支社副支社長

同社理事

同社ソフィア事務所事務所長

ギリシャ三菱商事会社社長

新日本エコ・システム株式会社常務

取締役

株式会社イマ・グループ常勤顧問

当社顧問

国際情報リサーチ研究所顧問

日本ジャトロファ株式会社取締役経

営企画部長

当社取締役

当社特別顧問（現任）

（注） ―

(注)  補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①  企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

当社における企業統治の体制は、代表取締役会長および代表取締役社長から監査機能を独立させ実効

的な監査を行う観点から、監査役会を設置しており、取締役会が業務執行の決定と取締役の職務執行の監

督を行うとともに、監査役も独立した立場から取締役の職務執行の監査を行っております。経営の基本方

針ならびに法令で定められた事項や経営に関する重要事項については、原則として月1回開催される取締

役会での審議を経て意思決定します。また、業務執行に関する重要事項については経営会議にて審議して

おります。経営会議は、取締役、執行役員、および取締役または執行役員が指名した者がメンバーとなり開

催されます。

　また、取締役の業務執行の適法性については、社外監査役３名が、厳正な監査を実施しています。

　

②  内部監査および監査役監査

内部監査体制については、独立した組織として社長直属の「内部監査室」を設置し、グループ横断的

に監査を実施しています。

監査役は、重要な書類の閲覧などを通じ職務執行を監査し、必要に応じ取締役会に結果報告、勧告を

行っています。各監査役は、監査役会で策定された監査方針に基づき、取締役会、経営会議等の重要な会

議の出席や重要な書類の閲覧などを通じ職務遂行を監査しております。また、原則として月１回監査役

会を開催しています。なお、監査役のうち１名は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関

する相当程度の知見を有しています。

内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携としては、当社監査役会は、会計監査人から会計監

査報告、内部統制監査報告および四半期レビュー報告を通じ、会計上及び内部統制上の課題等について

説明を受け、必要な対処を行っています。内部監査室も監査役と同様、会計監査人との連携を図って意

見交換を実施しています。

内部監査状況については、監査役会において、内部監査室より監査役に報告を受け、内部監査情報の

把握に努めています。また監査役監査情報も内部監査室と共有化を行っています。内部監査人と監査役

は、連携して監査事項および報告事項等の情報共有化に努め、経営諸活動および取締役の職務遂行に対

する監視、助言等を行っております。

　

③  社外取締役および社外監査役

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は３名であります。当社と社外取締役および社外監査役の人的

関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

　社外取締役は、取締役に対する監督および、経営への助言を通じ、取締役会の透明性を担っています。

また、社外監査役は、経営に対する監視・監督機能を担っています。
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④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く)

129 129 ― ― 70 4

監査役
(社外監査役を除く)

― ― ― ― ― ―

社外役員 16 16 ― ― ― 6

　
ロ  役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員の報酬等の額は、株主総会で決議された総額の範囲内で、取締役会決議によって決定していま

す。

　

⑤  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　　　　　該当事項はありません。

　
ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

　

　

前事業年度
(千円)

当事業年度
(千円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 ― ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 ― ― ― △998 ―

　

EDINET提出書類

プラネックスホールディング株式会社(E02061)

有価証券報告書

 35/127



　

⑥  会計監査の状況

当社は、金融商品取引法に基づく会計監査契約を有限責任 あずさ監査法人と締結しております。当

期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査に関与している会計期間、監査業務に係る補助者の

構成は次の通りです。 

イ 業務を執行した公認会計士の氏名 

指定有限責任社員　　業務執行社員：池田 敬二

                               　 中村 嘉彦

ロ 監査業務等に係る補助者の構成 

公認会計士 ８名、その他 ４名 

　
　　⑦　取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ　自己株式の取得

　当社は、経済の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条の規定に従

い、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨定款に定めており

ます。

 

ロ　中間配当金

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、取締役会の決議により、毎年６月30日を

基準日として会社法第454条第5項に定める剰余金の配当（中間配当金）を行うことができる旨定款に

定めております。

　

　　⑧　取締役の定数

　　　　当社は、取締役を10名以内とする旨を定款に定めております。

　

　　⑨取締役の選任の決議要件

取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別

決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもってこれを行う旨を定款に定めています。

　

⑪　取締役および監査役の責任免除 

当社は、取締役および監査役の責任免除について、会社法第426条第１項の規定により、同法第423条

第１項の行為に関する取締役および監査役の責任について、当該取締役および監査役が職務を行うに

つき善意でかつ重大な過失がなく、責任の原因となった事実の内容、当該取締役および監査役の職務の

執行の状況その他の事情を勘案して特に必要と認めるとき等、法令に定める要件に該当する場合には、

会社法第425条第１項に定める範囲で取締役会の決議により免除することができる旨定款に定めてお

ります。

　これは、取締役がその期待される役割を十分に発揮できることを目的にするものです。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 35,000 ― 30,000 ―

連結子会社 8,000 ― 9,500 ―

計 43,000 ― 39,500 ―

(注） 監査報酬の額には消費税は含まれておりません。

　

② 【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

　特段の方針等は設けておりません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　また、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　また、前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成

22年12月31日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)の財務

諸表については東陽監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度(平成23年１月１日から平成23年12

月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)の財務諸表に

ついては有限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。

当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しております。

前連結会計年度の連結財務諸表及び前事業年度の財務諸表　東陽監査法人

当連結会計年度の連結財務諸表及び当事業年度の財務諸表　有限責任 あずさ監査法人

   

 当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりでありま

す。

　(1)　異動に係る監査公認会計士の氏名・名称

　　 ①選任する監査公認会計士の氏名・名称

　　 有限責任 あずさ監査法人

　　 ②退任する監査公認会計士の氏名・名称

　　　 東陽監査法人

　(2)　異動の年月日　平成23年３月25日(第17期定時株主総会開催日)

　(3)　退任する監査公認会計士等の直近における就任年月日

　　　 平成22年３月26日

　(4)　退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事

　　　　 項

　　　 該当事項はありません。

　(5)　異動の理由及び経緯

　　　 当社の会計監査人でありました東陽監査法人は平成23年３月開催予定の第17期定時株主総会

　　　　 の時をもって任期満了となります。
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　　　　 つきましては、第17期定時株主総会に「会計監査人選任の件」を上程し有限責任 あずさ監査

　　　　 法人を次期会計監査人として選任するものであります。

　(6)　(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見

　　　 特段の意見はない旨の回答を得ております。

　　　　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について適切に対応できる体制を整備するため、公益財団

法人財務会計基準機構へ加入し、随時最新の情報を入手しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 1,772,799

※2
 2,187,898

売掛金 1,021,499 728,632

有価証券 － 24,688

製品 628,489 －

商品及び製品 － 746,313

仕掛品 37,330 ※8
 184,338

原材料及び貯蔵品 3,505 3,960

繰延税金資産 147,494 226,859

短期貸付金 250,000 －

外国為替取引顧客区分管理信託 8,431,000 10,146,000

差入保証金 2,504,056 635,653

支払差金勘定 2,529,904 2,492,675

その他 305,281 1,056,674

貸倒引当金 △34,679 △12,325

流動資産合計 17,596,683 18,421,368

固定資産

有形固定資産

建物 54,750 215,200

減価償却累計額 △21,223 △49,549

建物（純額） 33,526 ※2
 165,650

車両運搬具 11,155 11,604

減価償却累計額 △8,989 △10,838

車両運搬具（純額） 2,166 765

工具、器具及び備品 550,605 571,118

減価償却累計額 △259,925 △424,323

工具、器具及び備品（純額） 290,679 146,794

土地 － ※2
 407,979

建設仮勘定 13 15,000

有形固定資産合計 326,385 736,189

無形固定資産

のれん 4,630 ※7
 －

ソフトウエア 69,198 84,718

その他 2,234 2,234

無形固定資産合計 76,063 86,953

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 305,905

※1
 395,122

繰延税金資産 98,596 42,664

その他 237,568 269,649

貸倒引当金 △39,930 △90,145

投資その他の資産合計 602,140 617,290

固定資産合計 1,004,589 1,440,433

資産合計 18,601,272 19,861,801
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 910,425 916,285

短期借入金 － 60,000

1年内返済予定の長期借入金 3,996 ※2, ※4
 188,696

1年内償還予定の社債 － ※2
 66,800

未払金 341,970 353,836

未払法人税等 462,519 9,534

賞与引当金 5,817 5,388

返品調整引当金 3,497 285

外国為替受入証拠金 10,886,660 12,394,945

オプション負債 106,679 32,300

資産除去債務 － 18,000

その他 399,226 416,912

流動負債合計 13,120,793 14,462,984

固定負債

社債 － ※2
 99,800

長期借入金 ※3
 107,844

※2
 538,148

繰延税金負債 58,260 73,595

関係会社整理損失引当金 10,328 10,328

負ののれん － ※7
 6,792

固定負債合計 176,432 728,664

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 ※5
 33 －

特別法上の準備金合計 33 －

負債合計 13,297,259 15,191,648

純資産の部

株主資本

資本金 2,090,287 2,090,287

資本剰余金 1,400,941 1,416,788

利益剰余金 2,391,392 1,663,688

自己株式 △352,133 △377,558

株主資本合計 5,530,487 4,793,206

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △106,143 △19,301

繰延ヘッジ損益 △63,271 △32,300

為替換算調整勘定 △88,482 △98,884

その他の包括利益累計額合計 △257,897 △150,487

少数株主持分 31,423 27,432

純資産合計 5,304,013 4,670,152

負債純資産合計 18,601,272 19,861,801
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高

商品及び製品売上高 － 6,839,648

製品売上高 5,510,986 －

金融収益 4,586,915 2,752,517

売上高合計 10,097,902 9,592,166

売上原価 4,834,885 ※8
 6,423,430

売上総利益 5,263,016 3,168,735

返品調整引当金繰入額 3,497 285

返品調整引当金戻入額 4,027 3,497

差引売上総利益 5,263,545 3,171,947

販売費及び一般管理費

役員報酬 309,376 212,118

給料及び賞与 457,468 531,773

広告宣伝費 873,516 712,784

運賃 52,844 87,569

貸倒引当金繰入額 9,730 6,733

賞与引当金繰入額 1,336 5,388

業務委託費 326,298 367,767

研究開発費 ※1
 2,139 2,090

その他 1,664,197 1,492,402

販売費及び一般管理費合計 3,696,908 3,418,627

営業利益又は営業損失（△） 1,566,637 △246,680

営業外収益

受取利息及び配当金 7,107 11,177

為替差益 45,090 －

雑収入 12,526 16,968

営業外収益合計 64,724 28,146

営業外費用

支払利息 6,800 10,651

持分法による投資損失 3,501 32,846

社債発行費 － 3,017

為替差損 － 2,685

貸倒引当金繰入額 － 22,978

雑損失 7,867 19,114

営業外費用合計 18,170 91,293

経常利益又は経常損失（△） 1,613,191 △309,827
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※2
 1 －

関係会社株式売却益 － 63,135

投資有価証券売却益 ※3
 3,320 －

関係会社整理損失引当金戻入額 94 －

立退料 21,364 －

負ののれん発生益 27,391 －

違約金収入 － 7,500

その他 － 6,846

特別利益合計 52,172 77,481

特別損失

固定資産除却損 ※4
 83,043 122

固定資産売却損 ※5
 202 －

投資有価証券評価損 ※6
 4,736 125,893

投資有価証券売却損 ※7
 3,910 4,973

役員退職慰労金 － 70,000

減損損失 － ※9
 134,468

たな卸資産廃棄損 6,277 －

損害補償損失 － 142,192

和解金 10,000 10,627

前期損益修正損 363 －

その他 1,777 26,860

特別損失合計 110,311 515,138

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

1,555,053 △747,483

法人税、住民税及び事業税 604,265 5,213

過年度法人税等 42,773 －

法人税等調整額 83,186 △53,383

法人税等合計 730,224 △48,170

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △699,313

少数株主利益 20,858 5,684

当期純利益又は当期純損失（△） 803,970 △704,998
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【連結包括利益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △699,313

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 86,841

繰延ヘッジ損益 － 30,970

為替換算調整勘定 － △10,401

その他の包括利益合計 － ※2
 107,410

包括利益 － ※1
 △591,903

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △597,588

少数株主に係る包括利益 － 5,684

EDINET提出書類

プラネックスホールディング株式会社(E02061)

有価証券報告書

 44/127



③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,067,229 2,090,287

当期変動額

新株の発行 23,058 －

当期変動額合計 23,058 －

当期末残高 2,090,287 2,090,287

資本剰余金

前期末残高 1,567,423 1,400,941

当期変動額

新株の発行 23,058 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △189,540 △57,992

その他 － 73,840

当期変動額合計 △166,482 15,847

当期末残高 1,400,941 1,416,788

利益剰余金

前期末残高 1,587,422 2,391,392

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 803,970 △704,998

その他 － △22,705

当期変動額合計 803,970 △727,703

当期末残高 2,391,392 1,663,688

自己株式

前期末残高 △350,278 △352,133

当期変動額

自己株式の取得 △1,854 －

その他 － △25,424

当期変動額合計 △1,854 △25,424

当期末残高 △352,133 △377,558

株主資本合計

前期末残高 4,871,796 5,530,487

当期変動額

新株の発行 46,116 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △189,540 △57,992

当期純利益又は当期純損失（△） 803,970 △704,998

自己株式の取得 △1,854 －

その他 － 25,710

当期変動額合計 658,691 △737,280

当期末残高 5,530,487 4,793,206
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △57,353 △106,143

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△48,790 86,841

当期変動額合計 △48,790 86,841

当期末残高 △106,143 △19,301

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △45,417 △63,271

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△17,853 30,970

当期変動額合計 △17,853 30,970

当期末残高 △63,271 △32,300

為替換算調整勘定

前期末残高 △86,484 △88,482

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,998 △10,401

当期変動額合計 △1,998 △10,401

当期末残高 △88,482 △98,884

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △189,255 △257,897

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△68,642 107,410

当期変動額合計 △68,642 107,410

当期末残高 △257,897 △150,487

少数株主持分

前期末残高 38,050 31,423

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,626 △3,990

当期変動額合計 △6,626 △3,990

当期末残高 31,423 27,432
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

純資産合計

前期末残高 4,720,591 5,304,013

当期変動額

新株の発行 46,116 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △189,540 △57,992

当期純利益又は当期純損失（△） 803,970 △704,998

自己株式の取得 △1,854 －

その他 － 25,710

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △75,269 103,419

当期変動額合計 583,422 △633,860

当期末残高 5,304,013 4,670,152
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

1,555,053 △747,483

減価償却費 226,177 206,179

減損損失 － 134,468

のれん償却額 12,911 21,490

持分法による投資損益（△は益） 3,501 32,846

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,099 28,133

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,325 △429

返品調整引当金の増減額（△は減少） △529 △3,212

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △12,646 －

受取利息及び受取配当金 △7,107 △11,177

支払利息 6,800 10,651

社債発行費 － 3,017

為替差損益（△は益） △5,573 5,921

前期損益修正損益（△は益） 363 －

損害補償損失 － 142,192

投資有価証券売却損益（△は益） 590 4,973

関係会社株式売却損益（△は益） － △63,135

有形固定資産売却損益（△は益） 201 －

有形固定資産除却損 42,256 122

無形固定資産除却損 40,787 －

投資有価証券評価損益（△は益） 4,736 125,893

たな卸資産廃棄損 6,277 －

負ののれん発生益 △27,391 －

和解金 10,000 10,627

売上債権の増減額（△は増加） △286,413 261,287

たな卸資産の増減額（△は増加） △296,605 △266,524

仕入債務の増減額（△は減少） 265,457 8,286

未払金の増減額（△は減少） △2,808 1,152

外国為替取引顧客区分管理信託の増減額（△は
増加）

△8,431,000 △1,715,000

外国為替差入証拠金の増減額（△は増加） 7,667,011 －

外国為替受入証拠金の増減額（△は減少） 3,825,356 1,508,285

支払差金勘定の増減額（△は増加） △1,546,772 37,228

その他の資産・負債の増減額 456,105 △445,339

小計 3,513,514 △709,544

利息及び配当金の受取額 6,151 12,862

利息の支払額 △6,800 △9,735

和解金の支払額 △10,000 △11,055

損害補償損失の支払額 － △119,400

法人税等の支払額 △226,020 △763,260

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,276,844 △1,600,134
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100,047 △520,000

定期預金の払戻による収入 － 135,272

投資有価証券の取得による支出 △20,832 △60,000

投資有価証券の売却による収入 37,091 3,862

出資金の払込による支出 △70 －

有形固定資産の取得による支出 △286,889 △584,884

有形固定資産の売却による収入 2 －

無形固定資産の取得による支出 △57,385 △162,683

短期貸付金の増減額（△は増加） △250,000 250,000

差入保証金の差入による支出 △2,504,056 －

差入保証金の回収による収入 － 1,868,403

敷金の回収による収入 28,577 3,011

敷金の差入による支出 － △10,022

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △16,852 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 52,555

関係会社株式の取得による支出 △59,514 △123,951

関係会社出資金の払込による支出 △16,188 －

その他 △26,444 3,390

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,272,609 854,955

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 － 196,982

社債の償還による支出 － △33,400

短期借入金の純増減額（△は減少） △150,000 60,000

長期借入れによる収入 － 650,000

長期借入金の返済による支出 △3,996 △34,996

配当金の支払額 △186,121 △57,746

株式の発行による収入 44,049 －

自己株式の取得による支出 △1,854 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △297,923 780,840

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20,053 △5,289

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △313,741 30,371

現金及び現金同等物の期首残高 1,951,268 1,637,527

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 1,637,527

※1
 1,667,898
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　８社

　プラネックスコミュニケーションズ株

式会社

PLANEX COMMUNICATIONS INC.（台湾) 

プラネックスフォースシステムズ株式

会社

株式会社MJ

プラネックスロジスティック株式会社

プラネックスバイオ株式会社

プラネックス証券株式会社

PLANEX VIETNAM.CO.,LTD.

　当連結会計年度より、プラネックス証

券株式会社(旧社名：JAIC証券株式会

社)を平成22年４月７日において株式

を取得したことから、平成22年４月１

日をみなし取得日として新たに連結の

範囲に含めております。

　当連結会計年度より、新たに設立した

PLANEX VIETNAM CO.,LTD.を連結の範

囲に含めております。

(1) 連結子会社の数　　７社

　プラネックスコミュニケーションズ株

式会社

　PLANEX COMMUNICATIONS INC.（台湾)

　プラネックスフォースシステムズ株式

会社

　株式会社外為ジャパン

　プラネックスロジスティック株式会社

　プラネックスデザイン株式会社

　PLANEX VIETNAM.CO.,LTD.

　　従来、連結子会社であったプラネック

ス証券株式会社は、保有株式売却に伴

い当連結会計年度より連結の範囲から

除外致しました。

　　また、株式会社MJは株式会社外為ジャ

パンに、プラネックスバイオ株式会社

はプラネックスデザイン株式会社に商

号を変更しております。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

　　主要な非連結子会社

　株式会社オールグリーン・ネットワー

クス

普拉耐科斯貿易(上海)有限公司 

　

　 (連結の範囲から除いた理由)

　　非連結子会社は、小規模であり、合計の

総資産、売上高、当期純損益および利益

剰余金等は、連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。

　なお、前連結会計年度に主要な非連結

子会社として記載しておりました

PLANEX COMMUNICATIONS USA INC.(ア

メリカ)につきましては、当連結会計年

度において、外部第三者に全株式を譲

渡致しました。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　（主要な非連結子会社）

　普拉耐科斯貿易(上海)有限公司

　PT.MENARA MAS INVESTINDO

 
 
　(連結の範囲から除いた理由)

 　非連結子会社は、小規模であり、合　計

の総資産、売上高、当期純損益および利

益剰余金(持分に見合う額)等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。
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項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した非連結子会社数　　

　　　　　　　　　　　　　　１社　

株式会社オールグリーン・ネットワー

クス

当連結会計年度より、株式会社オール

グリーン・ネットワークスの株式を取

得したことから、新たに持分法適用会

社としております。

 

(2) 持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

普拉耐科斯貿易(上海)有限公司 

  

(持分法を適用しない理由)

　持分法を適用していない非連結子会

社および関連会社は、連結当期純損益

および利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、重要性が乏しいため、持分法

の適用から除外しております。

　なお、前連結会計年度に主要な非連結

子会社として記載しておりました

PLANEX COMMUNICATIONS USA INC.(ア

メリカ)につきましては、当連結会計年

度において、外部第三者に全株式を譲

渡致しました。

(1) 持分法を適用した非連結子会社数　　

　　　　　　　　　　　　　　　０社

　なお、前連結会計年度において持分法適

用非連結子会社であった株式会社オール

グリーン・ネットワークスは、保有株式

の売却に伴い当連結会計年度より持分法

の適用範囲から除外致しました。

 
(2) 持分法を適用していない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

普拉耐科斯貿易(上海)有限公司 

PT.MENARA MAS INVESTINDO

ビスタポイントテクノロジー株式会社  

 
(持分法を適用しない理由)

　持分法を適用していない非連結子会社

および関連会社は、連結当期純損益およ

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、重要性が乏しいため、持分法の適用か

ら除外しております。

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、決算日の異なる会社

は株式会社MJ及び、プラネックス証券株

式会社であり、決算日は３月31日であり

ます。 

　連結財務諸表の作成に当たっては、株式

会社MJ及び、プラネックス証券株式会社

については連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。なお、その他の連結子会社の事業年度

の末日は連結決算日と一致しておりま

す。

　連結子会社のうち、決算日の異なる会

社は株式会社外為ジャパンであり、決算

日は３月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、株

式会社外為ジャパンについては連結決算

日現在で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。なお、その他の

連結子会社の事業年度の末日は連結決算

日と一致しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

(1)重要な資産の評価基準および評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

(1)重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

その他有価証券

　 　　　時価のあるもの

　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価

法を採用しております。(評価差

額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

　　　時価のあるもの

同左

　 　　　時価のないもの 

　移動平均法による原価法を採

用しております。なお、投資事業

有限責任組合及びそれに類する

組合への出資（金融商品取引法

第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）の持分は、出

資金額を資産に計上する方法を

採用しております。

　　　時価のないもの

同左

　 ロ　デリバティブ

　　時価法によっております。

ハ　たな卸資産

　　評価基準については、原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）に

よっております。

製品：移動平均法を採用しておりま

す。

仕掛品：移動平均法を採用しておりま

す。

原材料及び貯蔵品：移動平均法を採用

しております。

②　デリバティブ

同左

③　たな卸資産

　評価基準については、原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法）によって

おります。

商品及び製品：移動平均法を採用してお

ります。

仕掛品：個別法を採用しております。

原材料及び貯蔵品：移動平均法を採用し

ております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　　提出会社は、建物(附属設備を除

　く)については定額法、その他につ

　いては、定率法を採用しておりま

　す。また在外連結子会社は当該国

　の会計基準の規定に基づく定額法

　を採用しております。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　建物（附属設備を除く）については定

額法、その他については、定率法を採用し

ています。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物 10年～15年

車両運搬具 ２年～４年

工具、器具及び備品 ５年～８年

　 ロ　無形固定資産（リース資産を除く）　

　　自社利用ソフトウェアについて

　は、社内における見込利用可能期

　間に基づく定額法によっておりま

　す。

　　また、市場販売目的のソフトウ

　ェアについては、見込販売数量に

　基づく償却額と見込販売可能有効

　期間(３年)に基づく定額法のいず

　れか大きい額を償却する方法によ

　っております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用ソフトウェアについては、社内

における見込利用可能期間に基づく定額

法によっております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

ソフトウェア ５年

　 ハ　リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、

　残存価額を零とする定額法を採用

　しております。

　　なお、所有権移転外ファイナン

　ス・リースのうち、リース取引開

　始日が平成20年12月31日以前のリ

　ース取引については、通常の賃貸

　借取引に係る方法に準じた会計処

　理によっております。

③　リース資産

同左

　 (3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるた　

　め一般債権については、貸倒実績率

　により、貸倒懸念債権等特定の債権

　については個別に回収可能性を検討

　し、回収不能見込額を計上してお

　ります。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

　 ロ　賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の　

　支出に充てるため、支給見込額に

　基づき計上しております。

②　賞与引当金

同左
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　 ハ　返品調整引当金

　　連結子会社の一部において、ソ

　フトウェアパッケージ商品の返品

　による損失に備えるため、返品見

　込み額の売買利益相当額および返

　品に伴い発生する廃棄損相当額を

　計上しております。

ニ　関係会社整理損失引当金

　　関係会社の整理に伴う損失に備え

　るため、関係会社の財政状態を勘案

　して計上しております。

③　返品調整引当金

同左

 

 

 

④　関係会社整理損失引当金

同左

 

 
⑤　受注損失引当金

　受注案件における将来の損失に備える

ため、当連結会計年度末における手持受

注案件のうち想らいの損失が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積もること

ができるものについて、その損失見込額

を計上しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

　 (4)重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。ま

た、為替予約等が付されている外貨建金

銭債務等については、振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理を行ってお

ります。

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・デリバティブ取引

　　　　　　　(通貨オプション取引)

　ヘッジ対象・・・外貨建仕入債務等

ハ　ヘッジ方針

　為替変動による仕入債務等の損失可能

性を減殺する目的で行っております。

ニ　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象の外貨建仕入債務等の為替

リスクが減殺されているかどうかを検証

することにより、ヘッジの有効性を評価

しております。

(4)重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　

同左

 

 

 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　　

③　ヘッジ方針

　外貨建仕入債務等の為替変動リスクを

減殺する目的で行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同左

　 　――――― (5) のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却しております。

　 　――――― (6) 連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金、及び容易に換

金可能でありかつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

４　会計処理基準に関する

事項

(7) その他連結財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

②顧客を相手方とする外国為替証拠金取

引の会計処理

  顧客からの注文により成立する外国為

替証拠金取引については、取引に係る決

済損益及び評価損益を売上として計上し

ております。

　また、顧客からの預り資産は、金融商品

取引法第43条の３第１項の規定により自

己の資産と区分して管理することが義務

づけられておりますが、その具体的方法

として金融商品取引業等に関する内閣府

例第143条１項第１号に定める金融機関

への預金および同３号に定めるカバー取

引相手方への預託による方法を原則とし

ております。

③カウンターパーティーを相手方とする

外国為替証拠金取引の会計処理

　子会社である株式会社MJからのカバー

取引注文により成立する外国為替証拠金

取引については、取引にかかる決済損益

及び評価損益を売上として計上しており

ます。また、カウンターパーティーを相手

方とする外国為替証拠金取引は毎営業日

ロールオーバー(ポジションの決済及び

ポジション持ち越しのための新規建て直

し)されておりますので、評価損益は実質

的には当連結会計年度末におけるロール

オーバーによる新規建値と時価の差額を

もって算定しております。

 

④連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

同左

 

②顧客を相手方とする外国為替証拠金取

引の会計処理

同左

 

 

 

 

 

 

 

③カウンターパーティを相手方とする外

国為替証拠金取引の会計処理

　連結子会社である株式会社外為ジャパ

ンからのカバー取引注文により成立する

外国為替証拠金取引については、取引に

かかる決済損益及び評価損益を売上とし

て計上しております。また、カウンター

パーティーを相手方とする外国為替証拠

金取引は毎営業日ロールオーバー(ポジ

ションの決済及びポジション持ち越しの

ための新規建て直し)されておりますの

で、評価損益は実質的には当連結会計年

度末におけるロールオーバーによる新規

建値と時価の差額をもって算定しており

ます。

④連結納税制度の適用

同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法によっております。

―――――

６　のれん及び負ののれんの
償却に関する事項

のれんは５年間で均等償却しておりま

す。

―――――

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金、及び

容易に換金可能でありかつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

―――――
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【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

①顧客を相手方とする外国為替証拠金取引の会計処理

　平成21年８月１日に施行された「金融商品取引業等

に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」に基づ

き、平成22年２月１日より、顧客から店頭外国為替証拠

金取引の証拠金として預託された金銭は、金融商品取

引法第43条の３第１項並びに金融商品取引業等に関す

る内閣府令第143条第１項第１号に定める金銭信託

（顧客区分管理信託）により、自己の固有財産と区分

して管理しなければならず、店頭外国為替証拠金取引

に係る顧客の証拠金の区分管理の方法は、信託会社又

は信託業務を営む金融機関への金銭信託へと一本化さ

れております。

―――――

②「企業結合に関する会計基準」等の適用

　当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号平成20年12月26日)、「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を

適用しております。

　なお、この適用により当連結会計年度において「負の

のれん発生益」27,391千円を特別利益に計上しており

ます。

―――――

――――― ③「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用し

ております。

　これにより、当連結会計年度の営業損失、経常損失及

び税金等調整前当期純損失はそれぞれ13,200千円増加

しております。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(連結貸借対照表)

　前連結会計年度における「外国為替差入証拠金」に

相当する金額のうち、平成21年８月１日に施行された

「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正す

る内閣府令」に基づき、平成22年２月１日より、顧客か

ら店頭外国為替証拠金取引の証拠金として預託された

金銭を、自己の固有財産と区分して管理することと

なったため、当連結会計年度より、これを「外国為替取

引顧客区分管理信託」として独立掲記し、その他は流

動資産の「差入保証金」及び「現金及び預金」に含め

て記載しております。

　前連結会計年度において独立掲記しておりました投

資その他の資産の「差入保証金」(当連結会計年度350

千円)は、総資産の5/100以下であるため、当連結会計年

度においては投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しております。

 

(連結貸借対照表関係)

　前連結会計年度において、商品在庫及び製品在庫を

「製品」として表示しておりましたが、事業展開の多

様化・複合化によって、従来の区分表示では実態を表

さなくなったことから、当連結会計年度では「商品及

び製品」として表示しております。

――――― (連結損益計算書関係)

①当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基

づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平

成21年３月24日 内閣府令第５号)を適用し、「少数株

主損益調整前当期純損失」の科目で表示しておりま

す。

②前連結会計年度において売上高は「製品売上高」と

して表示しておりましたが、事業展開の多様化・複合

化によって、従来の区分表示では実態を表さなくなっ

たことから、当連結会計年度では「商品及び製品売上

高」として表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

　連結貸借対照表の表示の変更に伴い、各科目の表示を

変更しております。

―――――

　

【追加情報】

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

――――― 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を

適用しております。ただし、「その他の包括利益累計

額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会

計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・

換算差額等合計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券（株式）　 47,458千円

投資有価証券（出資金）　 16,188千円

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券（株式）　 150,273千円

投資有価証券（出資金）　 16,188千円

※２　担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

定期預金 35,272千円

 (2) 担保に係る債務

リース債務 17,839千円

※２　担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

定期預金 520,000千円

建物 125,593千円

土地 407,979千円

 (2) 担保に係る債務

１年内償還予定の社債 66,800千円

１年内返済予定の長期借

入金
137,200千円

社債 99,800千円

長期借入金 512,800千円

　なお、 連結子会社である株式会社外為ジャパンの店頭

外国為替証拠金等取引に関連して生じる債務に関し、金

融機関が行っている支払承諾契約に基づく債務保証に

対する担保として、上記定期預金の内450,000千円を差

し入れております。

※３　長期借入金のうち、劣後特約付のものは、78,500千

円であります。

―――――

――――― ※４　１年内返済予定の長期借入金のうち、劣後特約付の

ものは、47,500千円であります。

※５　特別法上の準備金を規定した法令の条項は次のと

おりであります。

金融商品取引責任準備金・・・金融商品取引法第

46条の５

―――――

  ６　偶発債務 ―――――

　　　　株式会社エス・エス・アイ・トリスターは、平成20

年６月６日付けで、当社の連結子会社であるプラ

ネックスフォースシステムズ株式会社（旧社名：

アメリカンメガトレンド）を被告とする売掛金代

金支払請求訴訟を東京地方裁判所へ提起しまし

た。

　これは、株式会社エス・エス・アイ・トリスター

が平成17年10月１日に株式会社トリスターと締結

した商品売買契約に基づく売買代金の残額12,898

千円とこれに対する平成20年５月１日以降の遅延

利息の支払請求権を、株式会社トリスターを平成

19年12月17日に吸収合併したプラネックスフォー

スシステムズ株式会社に対して有するものと主張

し請求しているものです。

　平成23年３月９日に東京地方裁判所において、和

解が成立しましたが、詳細は(重要な後発事象)に

記載しております。 　
――――― ※７　のれん及び負ののれんは相殺表示しております。相

殺前の金額は次のとおりであります。

のれん　 40,102千円

負ののれん △46,894千円

　差引 △6,792千円
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――――― ※８　損失が見込まれる受注契約に係るたな卸資産(仕掛

品)は、これに対応する受注損失引当金155,205千円

を相殺表示しております。

　

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりで

あります。

一般管理費 2,139千円

―――――

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

　工具、器具及び備品　 　　　　　　　　　1千円

―――――

※３　投資有価証券売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

株式会社あおぞら銀行 3,320千円

―――――

※４　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

長期前払費用 102千円

工具、器具及び備品 42,256千円

ソフトウエア 40,684千円

　　　計 83,043千円

―――――

※５　固定資産売却損は次のとおりであります。

工具、器具及び備品　　　 202千円

―――――

※６　投資有価証券評価損は、次のとおりであります。

クアトロネット株式会社 2,563千円

株式会社エムログ 200千円

株式会社ネコ・パブリッシング 1,973千円

　　　計 4,736千円

―――――

※７　投資有価証券売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

Fund of Pre-REITS Ⅰ937千円

積水ハウス株式会社 1,680千円

ラックホールディングス株式会社 43千円

北川精機株式会社 925千円

株式会社T&Dホールディングス 324千円

　　　計 3,910千円

―――――

――――― ※８　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

　155,205千円

――――― ※９　連結子会社であったプラネックス証券株式会社にお

いて、当初計画していた収益の獲得が見込めなくなっ

たため、のれんの全額16,561千円を特別損失に計上し

ております。

　　　また、事業動向に鑑み、将来の収益獲得が困難と認めら

れるＦＸソフトウェアを減損し、117,907千円を特別

損失に計上しております。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　
※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 735,327千円

少数株主に係る包括利益 20,858千円 

計 756,185千円

　
※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △48,790千円

繰延ヘッジ損益 △17,853千円

為替換算調整勘定 △1,998千円

計 △68,642千円

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 95,630 945 - 96,575
　

(変動事由の概要)

発行済株式の株式数の増加945株は、新株予約権の権利行使による増加であります。

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,957 62 - 10,019

(変動事由の概要)

　普通株式の自己株式の株式数の増加62株は、取締役会決議により取得したものであります。

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年３月26日
定時株主総会

普通株式 85,673 1,000.00平成21年12月31日 平成22年３月29日

平成22年８月２日
取締役会

普通株式 103,867 1,200.00平成22年６月30日 平成22年９月13日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月25日
定時株主総会

普通株式 資本剰余金 57,992 670.00平成22年12月31日 平成23年３月28日

　

当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 96,575 - - 96,575
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２  自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,019 - - 10,019

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年３月25日
定時株主総会

普通株式 57,992 670.00平成22年12月31日 平成23年３月28日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年３月28日
定時株主総会

普通株式 資本剰余金 86,5561,000.00平成23年12月31日 平成24年３月29日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,772,799千円

有価証券勘定に含まれるMMF等 ─　千円

　　　　計 1,772,799千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △135,272千円

現金及び現金同等物 1,637,527千円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,187,898千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △520,000千円

現金及び現金同等物 1,667,898千円

　 　

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の内訳

　株式の取得により新たにプラネックス証券株式会

社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の内訳、並びにプラネックス証券株式の取得価額と

取得のための支出(純額)との関係は次のとおりであ

ります。

流動資産 229,214千円

固定資産 3,180千円

のれん 22,081千円

流動負債 △3,941千円

固定負債 ─　千円

特別法上の準備金 △33千円

少数株主持分 △11,420千円

　プラネックス証券株式会社株式

　の取得価額
239,080千円

プラネックス証券株式会社の現金

及び現金同等物
△222,227千円

差引：プラネックス証券株式会社

の株式取得のための支出(純額)
16,852千円

―――――

　

(リース取引関係)

当連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)
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　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移
転外ファイナンス・リース取引
(借主側)
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

　 　 　 　

　

工具
器具及
び備品
(千円)

無形
固定
　資産
(千円)

合計　
(千円)

取得価額
相当額

17,64646,00063,646

減価償却
累計額
相当額

15,15529,90045,055

期末残高
相当額

2,49116,09918,591

―――――

②未経過リース料期末残高相当額

1年内 10,972(千円)　

1年超 9,507(千円)　

合計 20,479(千円)　

　

③支払リース料、減価償却費相当額及び利息相当額
支払リー
ス料

15,546 (千円)

減価償却
費相当額

13,377 (千円)

支払利息
相当額

1,781 (千円)

　

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

　
　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との
差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

　

２　オペレーティング・リース取引

　(借主側)

      該当はありません。
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(金融商品関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適

用しております。

　

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、必要に応じ、銀行借入等により資金を調達しております。一時的な余資は安全性の高

い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述

するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　また、当社の連結子会社にて店頭外国為替証拠金取引事業を行っております。資金運用については、短期

的な預金等に限定し、また、資金調達のために劣後債務を発行し、借入れを行っております。デリバティブ

取引は、顧客の取引をカウンターパーティーにヘッジ取引しております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生

じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、恒常的に同じ外貨建ての買掛金

残高の範囲内にあります。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、債券であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。

　営業債務である買掛金は、ほとんど３ヶ月以内の支払期日であります。また、外貨建てのものがあり、為

替の変動リスクに晒されていますが、通貨オプション取引により、ヘッジしております。

借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で８年

３ヵ月後であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした通

貨オプション取引であります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した先物為替予約取引に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引

であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法

等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事

項（4）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

また、当社の連結子会社における顧客区分管理信託は、金融商品取引業に関する内閣府令により、顧客

資産を信託会社に金銭信託しているものであり、そのリスクは限定的であります。

　支払差金勘定は、顧客債権であり、受入証拠金は、顧客債務であります。

差入保証金は、カウンターパーティーに差入れている当社の連結子会社の預金であり、差入先の財務状況

によっては、戻入ができなくなるリスクがあります。連結子会社の経理課により顧客の取引に鑑みて差入

額を調整し、差入先の財務状況の把握を常に行っております。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、営業担当部署長が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社グループの与信管理規程

に準じて、同様の管理を行っております。　

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスク

に対して、通貨オプション取引を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また、満期保有

目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。

デリバティブ取引については、取引権限や方針等を定めた為替リスク管理細則に基づき、これに従い

財務経理部が取引を行い、記帳及び契約先と残高照合等を行っております。月次の取引実績は、経営会

議に報告しております。連結子会社についても、当社の為替リスク管理細則に準じて、管理を行ってお

ります。

また、一部の連結子会社ではデリバティブ取引は、顧客取引をカウンターパーティーにヘッジ取引を

行っております。顧客取引の約定からカウンターパーティーへヘッジ取引をする間に、外国為替相場の

変動リスクや、外国為替市場の状況によりヘッジ取引ができなくなるリスクがありますが、取引権限や

リスク管理に関して定めた、カバー取引リスク管理規程に従って行っており、連結子会社の管理部及び

法務部が市場リスク、決済リスク等の各種リスクを把握し、その結果についても社内会議で報告してお

ります。

　劣後債務の借入金利は、契約により固定化されており、金利の変動に晒されるリスクはありません。管

理については、連結子会社の経理課より金利の支払及び、金額の管理を行い、契約の変更が無いか、毎月

の取締役会にて報告しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき資金繰計画を適時に作成し、適切な資金管理を行うこと

で流動性リスクを回避しております。

　
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを

示すものではありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参

照ください。)。
(単位：千円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 1,772,799 1,772,799 ─

(2) 売掛金 1,021,499 1,021,499 ─

(3) 短期貸付金 250,000 250,000 ─

(4) 外国為替取引顧客区分管理信託 8,431,000 8,431,000 ─

(5) 差入保証金 2,504,056 2,504,056 ─

(6) 支払差金勘定 2,529,904 2,529,904 ─

(7) 投資有価証券 　 　 　

  　  その他有価証券 112,738 112,738 ―

資産計 16,621,999 16,621,999 ─

(1) 買掛金 910,425 910,425 ─

(2) 未払金 341,970 341,970 ─

(3) 外国為替受入証拠金 10,886,660 10,886,660 ─

(4) 長期借入金 111,840 116,717 △4,877

負債計 12,250,896 12,255,773 △4,877

デリバティブ取引(※) 　 　 　

(1) ヘッジ会計が適用されないもの 2,455,029 2,455,029 ─

(2) ヘッジ会計が適用されるもの (106,679) (106,679) ─

デリバティブ取引計 2,348,350 2,348,350 ─

 (※) デリバティブ取引によって、生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、(　)で示しております。

　
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 短期貸付金、(4) 外国為替取引顧客区分管理信託、(5) 差入保証金、(6)

支払差金勘定

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　
(7) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から

提示された価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
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負  債

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 外国為替受入証拠金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　
(4) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

　

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 22,515

関係会社株式 47,458

関係会社出資金 16,188

投資事業組合出資金 81,440

その他 25,565

合計 193,166

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(7) 投資有価証

券」には含めておりません。
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(注３)満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

科目 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,772,799 ─ ─ ─

売掛金 1,021,499 ─ ─ ─

短期貸付金 250,000 ─ ─ ─

外国為替取引顧客区分管理信託 8,431,000 ─ ─ ─

差入保証金 2,504,056 ─ ─ ─

支払差金勘定 2,529,904 ─ ─ ─

投資有価証券 　 　 　 　

  その他有価証券のうち満期があるもの(その他) ─ 7,835 79,434 ―

合計 16,509,2607,835 79,434 ─

　
(注４)社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

買掛金 910,425 ─ ─ ─ ─ ─

未払金 341,970 ─ ─ ─ ─ ─

外国為替受入証拠金 10,886,660 ─ ─ ─ ─ ─

長期借入金 4,329 82,496 3,996 3,996 3,996 13,027

合計 12,143,38582,496 3,996 3,996 3,996 13,027
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、情報通信・ネットワーク関連製品事業、自動車流通事業等を提供しており、当該サービス

から発生する資金負担の可能性に備えるため、一部、銀行借入等により資金需要に備えております。

　また、当社の連結子会社である株式会社外為ジャパンは店頭外国為替証拠金取引等事業を行っております。

株式会社外為ジャパンは、安定的な運用に鑑み、定期預金を中心とした運用を行っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式、債券であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

　営業債務である買掛金は、概ね３ヶ月以内の支払期日であります。また、外貨建てのものがあり、為替の変動

リスクに晒されていますが、通貨オプション取引により、ヘッジしております。

　借入金及び社債は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした通貨

オプション取引であります。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ方針、対象、手段および有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項「3．会計処理基準に関する事項(4) 重要なヘッジ会計の方法」をご

参照ください。

　外国為替取引顧客区分管理信託は、顧客資産を信託会社に金銭信託しているものであり、そのリスクは限定

的であります。

　差入保証金は、カバー取引をする上で必要な預金であり、差入先の財務状況によっては、戻入ができなくな

るリスクがあります。株式会社外為ジャパンでは、銀行からの保証状によってそのリスクを軽減しておりま

す。

　支払差金勘定は顧客債権であり、外国為替受入証拠金は顧客債務であります。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

　①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　当社グループは、新規取引先等の審査および与信管理を行っております。また、営業債権について、取引先の

状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　株式会社外為ジャパンのデリバティブ取引にあたっては、信用リスクを軽減するため、複数の金融機関と取

引を行っております。

　②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　当社の連結子会社であるプラネックスコミュニケーションズ株式会社は、外貨建ての営業債務について、通

貨別、また月別に把握された為替の変動リスクに対して、通貨オプション取引を利用してヘッジしておりま

す。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、満期保有目的の債

券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引については、社内規程に従い財務経理部が取引を行い、記帳および契約先と残高照合等を

行っており、月次の取引実績は経営会議に報告しております。また、連結子会社についても、当社の為替リス

ク管理細則に準じて管理を行っております。

　株式会社外為ジャパンのデリバティブ取引は、顧客取引の約定からカウンターパーティーへカバー取引を

する間に、外国為替相場の変動リスクや市場状況によりカバー取引が困難になるリスクが予想されるため、

取引権限やリスク管理に関して定めた、規程に従い取引を行っております。

　劣後債務の借入金利については、契約により固定化されており、金利の変動に晒されるリスクはございませ

ん。

　③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき資金繰り計画を適時に作成し、適切な資金管理を行うことで流

動性リスクを回避しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。またデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２  金融商品の時価等に関する事項

　平成23年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）を

参照ください。）。
(単位：千円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 2,187,898 2,187,898 -

(2) 売掛金 728,632 728,632 -

(3) 外国為替取引顧客区分管理信託 10,146,000 10,146,000 -

(4) 差入保証金 635,653 635,653 -

(5) 支払差金勘定 2,492,675 2,492,675 -

(6) 有価証券及び投資有価証券 　 　 　

  　  その他有価証券 185,771 185,771 -

資産計 16,376,631 16,376,631 -

(1) 買掛金 916,285 916,285 -

(2) 短期借入金 60,000 60,000 -

(3) 外国為替受入証拠金 12,394,945 12,394,945 -

(4) 社債(１年内償還予定を含む) 166,600 168,409 1,809

(5) 長期借入金（１年内返済予定を含む） 726,844 728,984 2,140

負債計 14,264,674 14,268,625 3,950

デリバティブ取引(※) 　 　 　

(1) ヘッジ会計が適用されないもの (2,657,225)(2,657,225) -

(2) ヘッジ会計が適用されるもの (32,300) (32,300) -

デリバティブ取引計 (2,689,526)(2,689,526) -

 (※) デリバティブ取引によって、生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、(　)で示しております。

　
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 外国為替取引顧客区分管理信託、(4) 差入保証金、(5) 支払差金勘定

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　
(6) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示

された価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。
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負  債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 外国為替受入証拠金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

　
(4) 社債

　当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該数値の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

　
(5) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。

　
デリバティブ取引

　「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式等 234,038

合計 234,038

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(6) 投資有価証

券」には含めておりません。
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(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

科目 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 2,187,898 - - -

売掛金 728,632 - - -

外国為替取引顧客区分管理信託 10,146,000 - - -

差入保証金 635,653 - - -

支払差金勘定 2,492,675 - - -

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  その他有価証券のうち満期があるもの(その他) 24,688 83,353 - -

合計 16,215,54883,353 - -

　
(注４)社債、長期借入金の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債(１年内償還予定を含む) 66,800 66,800 33,000 - - -

長期借入金(１年内返済予定
を含む)

188,696141,196141,196141,196105,196 9,364

合計 255,496207,996174,196141,196105,196 9,364
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１  その他有価証券(平成22年12月31日)

(単位：千円)

　 区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

①　株式 10,630 4,383 6,247

②　債券 　 　 　

　　国債・地方債等 ─ ─ ─

　　社債 ─ ─ ─

　　その他 ─ ─ ─

③　その他 ─ ─ ─

小計 10,630 4,383 6,247

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

①　株式 2,600 6,864 △4,264

②　債券 　 　 　

　　国債・地方債等 ─ ─ ─

　　社債 ─ ─ ─

　　その他 87,269 130,735 △43,465

③　その他 12,239 23,846 △11,607

小計 102,108 161,445 △59,336

合計 112,738 165,828 △53,089

　(注) 　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資

有価証券評価損4,736千円を計上しております。

　

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

(単位：千円)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 35,244 3,320 2,972

債券 　 　 　

  国債・地方債等 ─ ─ ─

  社債 ─ ─ ─

  その他 2,769 ─ 937

その他 ─ ─ ─

合計 38,013 3,320 3,910
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当連結会計年度

１  その他有価証券(平成23年12月31日)

(単位：千円)

　 区分 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

①　株式 5,476 4,383 1,093

②　債券 　 　 　

　　国債・地方債等 - - -

　　社債 - - -

　　その他 - - -

③　その他 - - -

小計 5,476 4,383 1,093

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

①　株式 52,438 53,118 △679

②　債券 　 　 　

　　国債・地方債等 - - -

　　社債 - - -

　　その他 185,771 193,672 △7,900

③　その他 9,661 23,916 △14,255

小計 247,871 270,707 △22,835

合計 253,347 275,090 △21,742

　(注) 　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資

有価証券評価損125,893千円を計上しております。

　

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

(単位：千円)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

株式 2,886 - 998

債券 　 　 　

  国債・地方債等 - - -

  社債 - - -

  その他 976 - 325

その他 - - -

合計 3,862 - 1,324

　

EDINET提出書類

プラネックスホールディング株式会社(E02061)

有価証券報告書

 75/127



　
(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 通貨関連

(単位：千円)

　 種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

市場取
引以外
の取引

外国為替証拠金取引 　 　 　 　

　買建 13,307,839 - 13,293,434△14,404

　売建 △55,092,196 - △52,634,1272,458,069

カウンターパーティー
との取引

　 　 　 　

  買建 56,566,665 - 56,530,424△36,240

　売建 △16,229,565 - △16,181,959 47,605

合計 △1,447,257 - 1,007,7722,445,029

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

(単位：千円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち
１年超

時価

為替予約等の
振当処理

通貨オプション取引

買掛金

　 　 　

  買建 　 　 　

    米ドル 192,133 - 2,433

  売建 　 　 　

　　米ドル △190,487 - △109,112

合計 1,645 - △106,679

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 通貨関連

(単位：千円)

　 種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

市場取
引以外
の取引

外国為替証拠金取引 　 　 　 　

　買建 53,420,533 - △2,735,003△2,735,003

　売建 16,501,153 - 242,327 242,327

カウンターパーティー
との取引

　 　 　 　

  買建 308,764,976 - △2,385,321△2,385,321

　売建 276,531,451 - 2,220,7722,220,772

合計 - - △2,657,225△2,657,225

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

(単位：千円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち
１年超

時価

為替予約等の
振当処理

通貨オプション取引 　 　 　 　

  買建(コール) 　 　 　 　

    米ドル 買掛金 124,368 - 0

  売建(プット) 　 　 　 　

　　米ドル 買掛金 124,368 - △32,301

合計 - - △32,300

(注)  時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

次へ
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成22年1月1日　至　平成22年12月31日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　（１）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月26日 平成17年３月30日

付与対象者の区分
及び数

同社取締役　  5名
同社監査役　  2名
同社顧問　　　2名
同社従業員　 93名
子会社従業員 22名
社外協力者   17名

同社取締役　  8名
同社監査役　  3名
同社顧問　　　3名 
同社従業員　 70名
子会社従業員 43名
社外協力者　　8名

ストック・オプ
ション数
（注）

普通株式　4,500株 普通株式 12,500株

付与日 平成16年４月21日 平成17年４月12日

権利確定条件

(1)対象者として新株予約権を付与された者は、
新株予約権行使時においても当社、当社の子会
社または当社の関連会社の取締役、監査役、顧
問、従業員の地位を保有していることを要する。
(2)対象者として新株予約権を付与された当社
及び当社の子会社の取引先の取締役・従業員
は、新株予約権行使時においても当社と当該当
社取引先の取引関係が、何らの紛争もなくかつ
新株予約権付与時と同一またはより良好な状態
で、中断することなく継続していることを要す
る。また、対象者として新株予約権を付与された
者は、新株予約権行使時においても当社及び当
社の子会社の取引先の取締役・従業員の地位を
保有していることを要する。

(1)対象者として新株予約権を付与された者は、
新株予約権行使時においても当社、当社の子会
社または当社の関連会社の取締役、監査役、顧
問、従業員の地位を保有していることを要する。
(2)対象者として新株予約権を付与された当社
及び当社の子会社の取引先の取締役・従業員
は、新株予約権行使時においても当社と当該当
社取引先の取引関係が、何らの紛争もなくかつ
新株予約権付与時と同一またはより良好な状態
で、中断することなく継続していることを要す
る。また、対象者として新株予約権を付与された
者は、新株予約権行使時においても当社及び当
社の子会社の取引先の取締役・従業員の地位を
保有していることを要する。

対象勤務期間 定めておりません 定めておりません

権利行使期間
平成18年７月1日
～平成22年６月30日

平成19年７月1日
～平成23年６月30日

（注）株式数に転換して記載しております。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月26日 平成17年３月30日

権利確定前　　　　（株） 　 　

　前連結会計年度末 ― ―

　付与 ― ―

　失効 ― ―

　権利確定 ― ―

　未確定残 ― ―

権利確定後　　　　（株） 　 　

　前連結会計年度末 1,370 4,750

　権利確定 ― ―

　権利行使 945 ─

　失効 425 970

　未行使残 ─ 3,780

 ②単価情報

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月26日 平成17年３月30日

　 権利行使価格　　　（円） 48,800 152,000

　 行使時平均株価　　（円） 66,727 ─

公正な評価単価（付与日）（円） ─ ─

　

２　ストック・オプションの権利確定の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を

採用しております。 

　

EDINET提出書類

プラネックスホールディング株式会社(E02061)

有価証券報告書

 79/127



　

当連結会計年度(自　平成23年1月1日　至　平成23年12月31日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　（１）ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年３月30日

付与対象者の区分及び数

同社取締役　  8名
同社監査役　  3名
同社顧問　　　3名 
同社従業員　 70名
子会社従業員 43名
社外協力者　　8名

ストック・オプション数（注） 普通株式 12,500株

付与日 平成17年４月12日

権利確定条件

(1)対象者として新株予約権を付与された者は、新株予約権行使時においても当
社、当社の子会社または当社の関連会社の取締役、監査役、顧問、従業員の地位を
保有していることを要する。
(2)対象者として新株予約権を付与された当社及び当社の子会社の取引先の取締
役・従業員は、新株予約権行使時においても当社と当該当社取引先の取引関係
が、何らの紛争もなくかつ新株予約権付与時と同一またはより良好な状態で、中
断することなく継続していることを要する。また、対象者として新株予約権を付
与された者は、新株予約権行使時においても当社及び当社の子会社の取引先の取
締役・従業員の地位を保有していることを要する。

対象勤務期間 定めておりません

権利行使期間 平成19年７月１日～平成23年６月30日

（注）１　株式数に換算して記載しております。

 ２　平成17年ストックオプションは権利行使期間の満了により失効しました。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株

式数に換算して記載しております。

①ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年３月30日

権利確定前　　　　（株） 　

　前連結会計年度末 -

　付与 -

　失効 -

　権利確定 -

　未確定残 -

権利確定後　　　　（株） 　

　前連結会計年度末 3,780

　権利確定 -

　権利行使 -

　失効 3,780

　未行使残 -

 ②単価情報

当連結会計年度において、すべて失効したため、該当事項はありません。

　

２　ストック・オプションの権利確定の見積方法

当連結会計年度において、すべて失効したため、該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

　滞留在庫評価損 2,194千円

　減価償却費 24,074千円

　商標権・営業権償却 25,206千円

　有価証券評価損 133,179千円

　繰越欠損金 386,160千円

　オプション評価損 43,407千円

　その他有価証券評価差額金 42,765千円

　その他 137,226千円

　繰延税金資産小計 794,216千円

　評価性引当額 △497,455千円

繰延税金資産合計 296,761千円

 
繰延税金負債 　

　レバレッジドリース △101,435千円

　その他 △7,494千円

　繰延税金負債合計 △108,930千円

繰延税金資産の純額 187,830千円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

  （繰延税金資産）

(1)流動資産 　

　 棚卸資産評価損 　98,962千円

　 受注損失引当金 63,153千円

　 貸倒引当金 23,397千円

　 資産除去債務 7,324千円

　 繰延ヘッジ損益 13,143千円

   繰越欠損金 93,962千円

　 その他 7,067千円

　 繰延税金負債（流動）との相殺 △24,629千円

　　 計 282,381千円

(2)固定資産 　

　 投資有価証券評価損 61,295千円

　 減価償却費 27,465千円

　 減損損失 45,150千円

　 繰越欠損金 17,843千円

　 その他 17,980千円

　 繰延税金負債（固定）との相殺 △22,166千円

　　 計 147,569千円

　 繰延税金資産小計 429,950千円

　 評価性引当額 △160,426千円

   繰延税金資産合計 269,524千円

 
（繰延税金負債） 　

(1)流動負債 　

　 未収事業税 △20,798千円

　 その他 △3,830千円

　 繰延税金資産（流動）との相殺 24,629千円

　　 計 -千円

(2)固定負債 　

　 レバレッジドリース △86,969千円

　 資産除去債務 △1,953千円

　 その他 △6,839千円

　 繰延税金資産（固定）との相殺 22,166千円

　　 計 △73,595千円

　 繰延税金負債合計 △73,595千円

　 　

　 差引：繰延税金資産の純額 195,928千円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7%

(調整) 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.1%

住民税均等割等 0.2%

留保金課税 5.0%

評価性引当額 △5.2%

過年度法人税等 2.8%

連結修正による影響額 3.1%

その他 2.5%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.0%

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
　当連結会計年度は税金当調整前当期純損失を計上し

ているため、記載を省略しております。
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――――― ３　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12

月２日に公布され、平成24年４月１日以降開始する連

結会計年度より法人税率が変更されることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消

時期に応じて以下のとおりとなります。

　平成24年12月31日まで　40.7％

　平成25年１月１日から平成27年12月31日　38.0％

　平成28年１月１日以降　35.6％

　この税率の変更による影響は軽微であります。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成22年1月1日　至　平成22年12月31日)

(取得による企業結合)

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の

　　　法的形式、結合後企業の名称、取得した議決権比率及び取得企業を決定するに至った主な根拠

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称    プラネックス証券株式会社(旧社名：JAIC証券株式会社)

事業の内容          証券サービス業

(2) 企業結合を行った主な理由

金融サービス事業をグループの主たる事業の一つとして位置づけており、FX事業の競争力の拡充と強

化のためであります。

(3) 企業結合日

平成22年４月７日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

プラネックス証券株式会社

(6) 取得した議決権比率

95.0％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

プラネックス証券株式会社が有するグローバルマーケットで展開してきたサービスノウハウや顧客資

産を融合することにより、金融サービス事業の伸張を見込んでいるためであります。

　
２．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　　平成22年４月１日から平成22年12月31日まで

　　　なお、平成22年４月１日をみなし取得日としております。

　
３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

  現金 224,580千円

取得に直接要した費用

  アドバイザリー費用等 14,500千円

    取得原価 239,080千円

　
４．発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

(1) のれんの金額   22,081千円

(2) 発生原因

当社グループとプラネックス証券株式会社が保有する技術・ノウハウの相乗効果によって期待される

超過収益力であります。

(3) 償却の方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

　

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 229,214千円
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固定資産 3,180千円

資産合計 232,395千円

流動負債 3,941千円

特別法上の準備金 33千円

負債合計 3,975千円

　

６．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計　　

　　算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 6,549千円

営業損失 20,973千円

経常損失 20,931千円

税金等調整前当期純損失 20,931千円

当期純損失 19,775千円

１株当たり当期純損失 229円49銭

(概算額の算定方法)

企業結合が、連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報と、取得企業

の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額としております。

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。

　

当連結会計年度(自　平成23年1月1日　至　平成23年12月31日)

　該当事項はありません。

(賃貸等不動産関係)

　　前連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

　　　該当事項はありません。

　

　　当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　　　　前連結会計年度(自　平成22年1月1日　至　平成22年12月31日)

　

情報通信・
ネットワーク
関連製品等事
業(千円)

金融事業
(千円)

自動車流通
事業(千円)

計(千円)
消去又は
全社
(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び
　 営業損益 　

　 　 　 　 　

　 売上高 　 　 　 　 　 　
　(1)外部顧客に
　　 対する売上
　　 高

4,486,6544,586,9151,024,33110,097,902─ 10,097,902

　(2)セグメント
     内部売上高
     又は振替高

818,0811,110 ─ 819,191(819,191) ─

計 5,304,7364,588,0251,024,33110,917,093(819,191)10,097,902

   営業費用 5,020,2463,287,3111,025,9989,333,556(802,291)8,531,264
　 営業利益又は
　 営業損失(△) 284,4891,300,713△1,6661,583,536(16,899)1,566,637

Ⅱ 資産、減価償却
費及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

 　資産 4,060,28114,778,735331,22219,170,239(568,966)18,601,272

　 減価償却費 25,040228,836 504 254,381(28,204)226,177

　 資本的支出 110,462258,0322,583 371,079(26,100)344,979

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２  各区分の主な製品

 (1)情報通信・ネットワーク関連製品等事業・・・NIC(LANアダプタ)、ハブ、スイッチングハブ、インテリジェン

トハブ、レイヤ3/4スイッチングハブ、ギガビットスイッチングハブ、ワイヤレス製品、ネットワークカメラ、プ

リントサーバ、ケーブル、USB/Bluetooth関連製品、ブロードバンドルータ、VoIP、サーバ類(NAS)、携帯万能、

ユーティリティソフト、パッケージソフト、その他ネットワーク構築・工事、ネットワーク保守サービス、その

他

 (2)金融事業・・・店頭外国為替証拠金取引、証券サービス業

 (3)自動車流通事業・・・中古自動車の販売及び輸出入業

３　事業区分の追加

　　当連結会計年度より、連結子会社のプラネックスフォースシステムズ株式会社が新たに中古自動車の販売及び

輸出入業に進出したため、「自動車流通事業」を新たに区分致しました。

４　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(802,291千円)の主なものは、親会社本社の総

務部門等管理部門に係る費用であります。

５　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた消去資産(568,966円)の主なものは、親会社での長期投資資金(投資

有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がい

ずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　　 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。　
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【セグメント情報】

　
１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会にお

いて経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は、「情報通信・ネットワーク関連製品事業」、「店頭外国為替証拠金取引等事業」及び「自動車

流通事業」の３つを主に行っており、それぞれの事業ごとに開発、販売計画を作成し、包括的な事業戦略

の立案、意思決定を行っており、上記を報告セグメントとしております。

「情報通信・ネットワーク関連製品事業」は、パソコン周辺機器、無線LANルータ等のネットワーク機

器、ゲーム関連機器、ソフトウェアの開発・製造・販売・保守、広域無線ネットワークシステムの導入支

援サービスを行っております。

「店頭外国為替証拠金取引等事業」は、店頭外国為替証拠金取引サービス、外貨両替取引サービスの提

供を行っております。

「自動車流通事業」は、国内の中古車販売、輸出及び自動車整備事業を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市

場実績価格に基づいております。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　(単位：千円)

　

報告セグメント

その他
（注）1

合計
調整額
（注）2

連結財務諸表
計上額
（注）3

情報通信・
ネットワー
ク関連製品
事業

店頭外国為
替証拠金取
引等事業

自動車流通
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客へ
の売上高

4,486,7974,569,8071,024,14310,080,74817,15310,097,902- 10,097,902

  セグメント
間の内部売上
高又は振替高

313,1791,110 188 314,47713,709328,187△328,187 -

計 4,799,9774,570,9171,024,33110,395,22630,86310,426,089△328,18710,097,902

セグメント利
益又は損失
（△）

237,1081,362,592△1,3211,598,378△23,4071,574,971△8,3341,566,637

セグメント資
産

2,709,15514,830,639300,11817,839,913286,87318,126,786474,48618,601,272

セグメント負
債

1,408,41511,968,81981,47513,458,7102,54013,461,251△163,99113,297,259

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 11,888224,298 504 236,691489 237,181△21,988 215,193

　有形固定資
産及び無形固
定資産の増加
額
 

28,102257,9702,583288,65711,676300,33440,842 341,176

　(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設計ソリューション事業、SI事業

　　　　　及び証券業を含んでおります。

　　　 2．調整額は以下のとおりであります。

　　　　　(1)セグメント利益の調整額△8,334千円は、主として当社（連結財務諸表提出会社）に係る損益及びのれん

　　　　　　 の償却に係る損益であります。

　　　　　(2)セグメント資産の調整額474,486千円にはセグメント間の債権の相殺消去等△724,128千円、各報告セグ

　　　　　　 メントに帰属しない全社資産が1,302,437千円含まれております。全社資産は、主に当社での余資運用資

　　　　　　 金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

          (3)セグメント負債の調整額△163,991千円にはセグメント間の債務の相殺消去等△662,540千円、各報告セグ

　　　　　　 メントに帰属しない全社負債が598,869千円含まれております。

 　　　　 (4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額40,842千円は、主に各報告セグメントに配分していない

　　　　　　 本社部門の設備投資額であります。

　　　 3．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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 当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日) 

　 　 　 　 　 　(単位：千円)

　

報告セグメント

その他
（注）1

合計
調整額
（注）2

連結財務諸表
計上額
（注）3

情報通信・
ネットワー
ク関連製品
事業

店頭外国為
替証拠金取
引等事業

自動車流通
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客へ
の売上高

4,467,5242,751,4672,372,1239,591,1161,0509,592,166 - 9,592,166

  セグメント
間の内部売上
高又は振替高

83,898 - 107 84,005104,726188,732△188,732 -

計 4,551,4222,751,4672,372,2309,675,121105,7769,780,898△188,7329,592,166

セグメント利
益又は損失
（△）

△527,07032,08234,586△460,401△10,056△470,458223,777△246,680

セグメント資
産

2,501,64815,806,874216,11418,524,63748,41518,573,0531,288,74719,861,801

セグメント負
債

1,768,94813,035,81846,25014,851,0181,51314,852,532339,11615,191,648

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 25,452156,2781,804183,5363,264186,80019,378 206,179

　有形固定資
産及び無形固
定資産の増加
額
 

33,70242,271 2,030 78,0043,892 81,896695,966777,863

　(注) 1.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設計ソリューション事業、SI事業

　　　　　及び証券業を含んでおります。

　　　 2．調整額は以下のとおりであります。

　　　　　(1)セグメント利益の調整額223,777千円は、主として当社（連結財務諸表提出会社）に係る損益であり

　　　　　　 ます。

　　　　　(2)セグメント資産の調整額1,288,747千円にはセグメント間の債権の相殺消去等△811,464千円、各報告セグ

　　　　　　 メントに帰属しない全社資産が2,150,899千円含まれております。全社資産は、主に当社での余資運用資

　　　　　　 金（現金及び有価証券）及び管理部門に係る資産であります。

          (3)セグメント負債の調整額339,116千円にはセグメント間の債務の相殺消去等△751,746千円、各報告セグ

　　　　　　 メントに帰属しない全社負債が1,141,551千円含まれております。

　　　　　(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額695,966千円は、主に各報告セグメントに配分していな

　　　　　　 い本社部門の設備投資額であります。

　
　　　 3．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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【関連情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２  地域ごとの情報

本邦の売上高及び有形固定資産の金額が、連結損益計算書の売上高及び連結貸借対照表の有形固定資産

の金額の90％を超えるため、記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の10%以上を占める相手先がないため、記載はありません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
情報通信・ネット
ワーク関連製品事業

店頭外国為替証拠金
取引等事業

自動車流通
事業

計

減損損失 - 117,907 - 117,90716,561 134,468

　(注) 「その他」の金額は、証券業に係るものであります。

　

【報告セグメントごとののれん及び負ののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

その他 合計
情報通信・ネット
ワーク関連製品事業

店頭外国為替証拠
金取引等事業

自動車流通
事業

計

（のれん） 　 　 　 　 　 　

当期償却額 3,097 42,981 - 46,079 2,208 48,287

当期末残高 6,195 33,907 - 40,102 - 40,102

（負ののれん） 　 　 　 　 　 　

当期償却額 - 26,797 - 26,797 - 26,797

当期末残高 - 46,894 - 46,894 - 46,894

　(注) 「その他」の金額は、証券業に係るものであります。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　該当事項はありません。

　

　（追加情報）

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年
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３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。

　

【関連当事者情報】

　前連結会計年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

　 　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　 　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり純資産額 60,915円36銭１株当たり純資産額 53,638円33銭

１株当たり当期純利益 9,329円77銭１株当たり当期純損失金額（△） △8,145円00銭

　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　　　　　 -
 

　

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、行使
価額が市場価額を上回っており希薄化効果がないため、記
載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１
株当たり当期純損失のため、記載しておりません。

(注)算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 5,304,013 4,670,152

普通株式にかかる純資産額（千円） 5,272,589 4,642,719

差額の主な内訳（千円） 　 　

  少数株主持分 31,423 27,432

普通株式の発行済株式数（株） 96,575 96,575

普通株式の自己株数（株） 10,019 10,019

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

86,556 86,556

　

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

項目
前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△） 9,329円77銭 △8,145円00銭

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失
（△）（千円）

803,970 △704,998

普通株式にかかる当期純利益又は当期純損失（△）
（千円）

803,970 △704,998

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

　普通株式の期中平均株式数（株） 86,172 86,556

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 - -

　当期純利益調整額（千円） - -

　普通株式増加数（株） - -

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権(新株予約権の
数756個)

新株予約権(新株予約権
の数756個)
新株予約権の権利行使期
間終了に伴う権利失効に
より、当連結会計年度末
残高はありません。
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(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成22年1月1日　至　平成22年12月31日)

(係争事件の解決)

　訴訟の詳細は、「注記事項(連結貸借対照表関係) ５偶発債務」に記載しております。

　本訴訟に関しては、平成23年３月９日に東京地方裁判所において成立した和解の要旨は、次のとおりであ

ります。

・プラネックスフォースシステムズ株式会社は解決金9,000千円を平成23年４月28日を期限として、株式会

社エス・エス・アイ・トリスターに支払うこと。

・株式会社エス・エス・アイ・トリスター及びプラネックスフォースシステムズ株式会社は、両社の間に

は、本和解条項に定めるもののほか、何らの債権債務がないことを相互に確認すること。

　
当連結会計年度(自　平成23年1月1日　至　平成23年12月31日)

(取得による企業結合)

１．企業結合の概況

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称    株式会社EMCOM CONSULTING（現プラネックスコンサルティング株式会社。　

　以下「PC」とします）

事業の内容          金融システムコンサルティング

(2) 企業結合を行った主な理由

PCは、取得前より、株式会社外為ジャパンのシステムベンダーでもあり、店頭外国為替証拠金取引等事

業のシステムに関する高いノウハウを有しております。PCを連結子会社化し、当社グループの傘下に収

めることによりそのノウハウを最大限に有効活用し、システム面での効率化とスピードアップ、更なる

収益の最大化を図るためであります。

(3) 企業結合日

平成24年３月27日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

プラネックスコンサルティング株式会社

(6) 取得した議決権比率

100.0％

（株式会社外為ジャパン　90.0％　プラネックスフォースシステムズ株式会社　10.0％）

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

対価の種類が現金であるため、当該現金を交付する株式会社外為ジャパン及びプラネックスフォース

システムズ株式会社を取得企業と決定いたしました。
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２．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価

  現金 610,026千円

取得に直接要した費用

  アドバイザリー費用等 35,193千円

    取得原価 645,219千円

　
３．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

内容を精査中であるため、未確定であります。

　

４．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

内容を精査中であるため、未確定であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

プラネックス
ホールディング
株式会社

第１回無担保社債
平成23年
３月７日

-
166,600
(66,800)

0.65無担保社債
平成26年
２月28日

合計 - - -
166,600
(66,800)

- - -

(注) １．「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額
　

１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

66,800 66,800 33,000 - -

　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 - 60,000 0.68 -

１年以内に返済予定の長期借入金 3,996 188,696 1.05 -

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

107,844 538,148 0.97
平成25年１月４日～
平成31年３月29日

その他の有利子負債 - - - -

合計 118,840 786,844 - -

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 141,196 141,196 141,196 105,196

　
【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度末における負債及び純資産の合

計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

　
(2) 【その他】

　当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

第１四半期
(自  平成23年
    １月１日
至  平成23年
    ３月31日)

第２四半期
(自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ６月30日)

第３四半期
(自  平成23年
    ７月１日
至  平成23年
    ９月30日)

第４四半期
(自  平成23年
    10月１日
至  平成23年
    12月31日)

売上高 (千円) 2,710,3622,491,0702,144,938 2,245,793

税金等調整前四半期
純利益金額又は
税金等調整前四半期
純損失金額(△)

(千円) 245,470 92,117 △523,436 △561,635

四半期純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(千円) 180,259 △15,572 △350,185 △519,499

１株当たり四半期
純利益金額又は
１株当たり四半期
純損失金額（△）

(円) 2,082.57 △179.92 △4,045.77 △6,001.89
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 364,527 ※2
 362,822

売掛金 ※1
 71,479

※1
 111,419

有価証券 － 24,688

前払費用 6,138 14,328

未収入金 ※1
 378,578 19,036

未収還付法人税等 － 211,562

短期貸付金 － ※1
 261,406

1年内回収予定の長期貸付金 － 40,080

繰延税金資産 701 9,141

その他 38,894 24,568

流動資産合計 860,319 1,079,053

固定資産

有形固定資産

建物 29,964 173,557

減価償却累計額 △16,881 △39,289

建物（純額） 13,082 ※2
 134,268

工具、器具及び備品 29,926 30,899

減価償却累計額 △26,377 △27,735

工具、器具及び備品（純額） 3,548 3,164

土地 － ※2
 407,979

建設仮勘定 － 15,000

有形固定資産合計 16,631 560,411

無形固定資産

ソフトウエア 58,609 49,736

電話加入権 1,641 1,641

無形固定資産合計 60,250 51,377

投資その他の資産

投資有価証券 196,804 161,083

関係会社株式 2,345,669 2,239,368

関係会社出資金 42,195 42,195

長期貸付金 30,000 ※1
 89,880

敷金及び保証金 92,118 94,326

保険積立金 49,076 52,348

破産更生債権等 － 22,978

繰延税金資産 42,961 －

その他 28,748 4,114

貸倒引当金 － △22,978

投資その他の資産合計 2,827,574 2,683,315

固定資産合計 2,904,456 3,295,105

資産合計 3,764,776 4,374,158

EDINET提出書類

プラネックスホールディング株式会社(E02061)

有価証券報告書

 97/127



（単位：千円）

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

未払金 76,476 ※1
 275,608

未払法人税等 347,550 3,600

未払消費税等 438 12,599

短期借入金 ※1
 150,000 60,000

1年内償還予定の社債 － ※2
 66,800

1年内返済予定の長期借入金 － ※2
 137,200

前受金 7,593 5,137

預り金 9,145 9,367

賞与引当金 874 797

資産除去債務 － 18,000

その他 6,791 1,081

流動負債合計 598,869 590,192

固定負債

社債 － ※2
 99,800

長期借入金 － ※2
 512,800

繰延税金負債 － 78,853

固定負債合計 － 691,453

負債合計 598,869 1,281,645

純資産の部

株主資本

資本金 2,090,287 2,090,287

資本剰余金

資本準備金 539,865 539,865

その他資本剰余金 582,285 524,293

資本剰余金合計 1,122,151 1,064,158

利益剰余金

利益準備金 5,047 5,047

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 294,753 184,386

利益剰余金合計 299,801 189,434

自己株式 △245,907 △245,907

株主資本合計 3,266,332 3,097,973

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △100,425 △5,459

評価・換算差額等合計 △100,425 △5,459

純資産合計 3,165,907 3,092,513

負債純資産合計 3,764,776 4,374,158
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②【損益計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高

関係会社管理収入等 618,538 1,009,696

売上高合計 ※1
 618,538

※1
 1,009,696

売上原価

売上原価合計 － －

売上総利益 618,538 1,009,696

販売費及び一般管理費

役員報酬 236,400 145,080

給料及び賞与 64,870 90,588

旅費及び交通費 30,235 14,560

賞与引当金繰入額 55 797

地代家賃 13,807 18,348

保険料 11,272 7,472

支払報酬 57,784 53,233

減価償却費 6,565 30,217

業務委託費 79,030 181,447

その他 94,258 88,999

販売費及び一般管理費合計 594,280 630,746

営業利益 24,258 378,950

営業外収益

受取利息及び配当金 ※1
 115,289

※1
 2,265

雑収入 4,537 1,323

営業外収益合計 119,827 3,589

営業外費用

支払利息 ※1
 955 5,726

為替差損 1,352 3,793

社債発行費 － 3,017

雑損失 629 2,324

貸倒引当金繰入額 － ※1
 22,978

営業外費用合計 2,937 37,839

経常利益 141,147 344,700

特別利益

投資有価証券売却益 ※2
 3,320 －

関係会社株式売却益 － 7,896

関係会社負担金調整額 － 35,693

特別利益合計 3,320 43,589
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

特別損失

固定資産除却損 ※3
 41,121 －

投資有価証券売却損 ※4
 3,910 1,324

投資有価証券評価損 － 102,428

関係会社株式評価損 － 8,120

役員退職慰労金 － 70,000

和解金 10,000 －

固定資産臨時償却費 － 7,385

減損損失 － ※5
 117,907

特別損失合計 55,031 307,165

税引前当期純利益 89,435 81,123

法人税、住民税及び事業税 △78,432 79,747

過年度法人税等 48,097 －

法人税等調整額 103,174 111,742

法人税等合計 72,839 191,490

当期純利益又は当期純損失（△） 16,595 △110,367
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,067,229 2,090,287

当期変動額

新株の発行 23,058 －

当期変動額合計 23,058 －

当期末残高 2,090,287 2,090,287

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 516,807 539,865

当期変動額

新株の発行 23,058 －

当期変動額合計 23,058 －

当期末残高 539,865 539,865

その他資本剰余金

前期末残高 771,826 582,285

当期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △189,540 △57,992

当期変動額合計 △189,540 △57,992

当期末残高 582,285 524,293

資本剰余金合計

前期末残高 1,288,633 1,122,151

当期変動額

新株の発行 23,058 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △189,540 △57,992

当期変動額合計 △166,482 △57,992

当期末残高 1,122,151 1,064,158

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 5,047 5,047

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,047 5,047

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 278,158 294,753

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 16,595 △110,367

当期変動額合計 16,595 △110,367

当期末残高 294,753 184,386
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 283,205 299,801

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 16,595 △110,367

当期変動額合計 16,595 △110,367

当期末残高 299,801 189,434

自己株式

前期末残高 △244,052 △245,907

当期変動額

自己株式の取得 △1,854 －

当期変動額合計 △1,854 －

当期末残高 △245,907 △245,907

株主資本合計

前期末残高 3,395,016 3,266,332

当期変動額

新株の発行 46,116 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △189,540 △57,992

当期純利益又は当期純損失（△） 16,595 △110,367

自己株式の取得 △1,854 －

当期変動額合計 △128,683 △168,359

当期末残高 3,266,332 3,097,973

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △56,132 △100,425

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△44,293 94,966

当期変動額合計 △44,293 94,966

当期末残高 △100,425 △5,459

評価・換算差額等合計

前期末残高 △56,132 △100,425

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△44,293 94,966

当期変動額合計 △44,293 94,966

当期末残高 △100,425 △5,459
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

純資産合計

前期末残高 3,338,883 3,165,907

当期変動額

新株の発行 46,116 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 △189,540 △57,992

当期純利益又は当期純損失（△） 16,595 △110,367

自己株式の取得 △1,854 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △44,293 94,966

当期変動額合計 △172,976 △73,393

当期末残高 3,165,907 3,092,513

EDINET提出書類

プラネックスホールディング株式会社(E02061)

有価証券報告書

103/127



【重要な会計方針】

項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 関係会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

(1) 関係会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　 決算日の市場価格等に基づく時価

法を採用しております。(評価差

額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法

により算定。)

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　 　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

  なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項

により有価証券とみなされるも

の）の持分は、出資金額を資産

に計上する方法を採用しており

ます。　

　　時価のないもの

同左

２　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　（リース資産を除く）

　　建物(附属設備を除く)については定

額法、その他については定率法に

よっております。

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

　建物(附属設備を除く)については定額

法、その他については定率法によってお

ります。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物 10年～15年

工具、器具及び備品 ５年～８年

　 (2) 無形固定資産

　（リース資産を除く）

　　自社利用ソフトウェアについては、

社内における見込利用可能期間に基

づく定額法によっております。 

 
(3) リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

　自社利用ソフトウェアについては、社

内における見込利用可能期間に基づく

定額法によっております。

ソフトウェア ５年

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リースのうち、リース取引開始日が平成

20年12月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

３　引当金の計上基準 ――――― (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左
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４　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1)消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

(1)消費税等の会計処理

同左

　 (2)連結納税制度

　連結納税制度を適用しております。

(2)連結納税制度

同左
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【会計方針の変更】
　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

（企業結合に関する会計基準等）

　当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」(企業

会計基準第21号平成20年12月26日)、「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計

基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適用しており

ます。

―――――

――――― （資産除去債務に関する会計基準等）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号平成20年３月31日)及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第21号平成20年３月31日)を適用しております。

　これにより、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ13,200千円減少しております。

――――― （売上高の計上区分の変更）

　当事業年度より、純粋持株会社である当社の実態をより

よく表すため、子会社からの配当金収入を営業外収益の

受取利息及び配当金から売上高に変更致しました。

　これにより、売上高が120,000千円増加しております。

　

【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(損益計算書関係)

　前事業年度において独立掲記しておりました「広告宣

伝費」(当事業年度6,734千円)、「運賃」(当事業年度523

千円)、「器具備品費」(当事業年度3,832千円)は、金額が

僅少となったため、当事業年度においては販売費及び一

般管理費の「その他」に含めて表示しております。

　前事業年度において販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「旅費及び交通費」

(前事業年度36,384千円)、「支払報酬」(前事業年度

71,640千円)は、販売費及び一般管理費の５/100を超えた

ため、当事業年度においては区分掲記することとしまし

た。

―――――
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記され

たもののほかに次のものがあります。

流動資産 　

　　売掛金 71,479千円

　　未収入金 370,318千円

流動負債 　

    短期借入金 150,000千円

※１　関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記され

たもののほかに次のものがあります。

流動資産 　

　　売掛金 111,419千円

　　短期貸付金 261,406千円

固定資産 　

　　長期貸付金 89,880千円

流動負債 　

    未払金 209,988千円

――――― ※２　担保に供している資産及び担保に係る債務

　(1) 担保に供している資産

定期預金 70,000千円

建物 125,593千円

土地 407,979千円

 (2) 担保に係る債務

１年内償還予定の社債 66,800千円

１年内返済予定の長期借

入金
137,200千円

社債 99,800千円

長期借入金 512,800千円

――――― ３　保証債務

　当社の連結子会社である株式会社外為ジャパンは、店

頭デリバティブ取引におけるカバー取引を金融機関と

行っております。当該事業に係る、取引先金融機関に対

する株式会社外為ジャパンの現在及び将来的に発生す

る債務に対し、当社が保証契約を締結しております。

　なお、当事業年度末において未決済の債務残高はない

ため、保証債務は発生しておりません。
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社への売上高 618,538千円

受取利息及び配当金 114,565千円

支払利息 955千円

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社への売上高 1,009,696千円

受取利息及び配当金 2,199千円

貸倒引当金繰入額 22,978千円

※２　投資有価証券売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

㈱あおぞら銀行 3,320千円

―――――

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

         

ソフトウエア仮勘定 39,700千円

ソフトウエア 984千円

工具、器具及び備品 436千円

　　　計 41,121千円

―――――

※４　投資有価証券売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

Fund of Pre-REITS Ⅰ937千円

積水ハウス㈱ 1,680千円

ラックホールディングス㈱ 43千円

北川精機㈱ 925千円

㈱T&Dホールディングス 324千円

　　　計 3,910千円

―――――

――――― ※５　事業動向に鑑み、将来の収益獲得が困難と認められ

るＦＸソフトウェアを減損し、117,907千円を特別損

失に計上しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 9,957 62 ― 10,019

　(注)普通株式の自己株式の株式数の増加62株は、取締役会決議により取得したものであります。

　

当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 10,019 - - 10,019

　
(有価証券関係)

前事業年度(平成22年12月31日)

(追加情報)

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日)

を適用しております。

　

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　関係会社株式　2,345,669千円　関係会社出資金　

42,195千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載して

おりません。

　

当事業年度(平成23年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額　関係会社株式　2,239,368千円　関係会社出資金　

42,195千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載して

おりません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

　有価証券評価損 110,379千円

　新設分割による子会社株式の税効果 218,841千円

　その他有価証券評価差額金 42,520千円

　その他 1,468千円

　繰延税金資産小計 373,208千円

　評価性引当額 △228,111千円

繰延税金資産合計 145,099千円

 
繰延税金負債 　

　レバレッジドリース △101,435千円

　繰延税金負債合計 △101,435千円

繰延税金資産の純額 43,663千円

 

１　繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

  （繰延税金資産）

(1)流動資産 　

　 資産除去債務 7,324千円

  その他有価証券評価差額金 3,310千円

　 その他 1,764千円

　　 計 12,398千円

(2)固定資産 　

　 投資有価証券評価損 36,604千円

　 子会社株式 293,862千円

　 減損損失 45,150千円

　 その他 11,557千円

　 繰延税金負債（固定）との相殺 △10,069千円

 　  計 377,104千円

　 繰延税金資産小計 389,503千円

　 評価性引当額 △380,362千円

　 繰延税金資産合計 9,141千円

　 　

　（繰延税金負債）

　 固定負債 　

　 レバレッジドリース △86,969千円

　 資産除去債務 △1,953千円

　 繰延税金資産（固定）との相殺 10,069千円

　 繰延税金負債合計 △78,853千円

　 　

　 差引：繰延税金資産純額 △69,711千円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7%

(調整) 　

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △47.4%

住民税均等割等 1.1%

留保金課税 37.7%

評価性引当額 △6.3%

過年度法人税等 53.8%

その他 1.8%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 81.4%

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7%

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.7%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △60.2%

住民税均等割等 1.2%

評価性引当額 261.6%

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 △11.4%

その他 △0.6%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 236.0%

――――― ３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12

月２に公布され、平成24年４月１日以降開始する事業

年度より法人税率が変更されることとなりました。こ

れに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使

用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期

に応じて以下のとおりとなります。

　平成24年12月31日まで　40.7％

　平成25年１月１日から平成27年12月31日　38.0％

　平成28年１月１日以降　35.6％

　この税率の変更による影響は軽微であります。
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(企業結合等関係)

　前事業年度(自　平成22年1月1日　至　平成22年12月31日)

　(1)連結財務諸表の注記事項(企業結合等関係)における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

　

　当事業年度(自　平成23年1月1日　至　平成23年12月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり純資産額 36,576円40銭１株当たり純資産額 35,728円47銭

１株当たり当期純利益 192円59銭１株当たり当期純損失金額（△） △1,275円10銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、行
使価格が市場価格を上回っており希薄化効果がないた
め、記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１
株当たり当期純損失のため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 3,165,907 3,092,513

普通株式にかかる純資産額（千円） 3,165,907 3,092,513

普通株式の発行済株式数（株） 96,575 96,575

普通株式の自己株数（株） 10,019 10,019

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

86,556 86,556

２　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額

項目
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失金額（△） 192円59銭 △1,275円10銭

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）
（千円）

16,595 △110,367

普通株式にかかる当期純利益又は当期純損失（△）
（千円）

16,595 △110,367

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

　普通株式の期中平均株式数（株） 86,172 86,556

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 - -

　当期純利益調整金額（千円） - -

　普通株式増加数（株） - -

　 　 　

　
新株予約権（新株予約権の

数756個）
新株予約権（新株予約権の

数756個）

　 　

新株予約権の権利行使期
間終了に伴う権利失効に
より、当事業年度末残高は
ありません。
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(重要な後発事象) 

　　前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

連結財務諸表の注記事項(重要な後発事象)における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

　
　当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【債券】

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額

(千円)

有価証券
その他
有価証券

みずほ証券　
　Fund of Pre-REITS Ⅰ

32,588 24,688

小計 32,588 24,688

投資有価証
券

その他
有価証券

メリルリンチ日本証券
　BNP SPHINX $ 1608

USD1,100,000 75,815

SBI証券　
　BNP Principal protected Note 1

USD100,000 7,538

小計

USD1,200,000

83,353
32,588

計
USD1,200,000

108,041
32,588

　

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価
証券

その他
有価証券

エヌビービーアランフェスリース有限
会社

USD1,000,000 77,730

　　　　　　　計 USD1,000,000 77,730
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 29,964143,593 - 173,55739,28922,407134,268

　工具、器具及び備品 29,926 973 - 30,89927,7351,357 3,164

　土地 - 407,979 - 407,979 - - 407,979

　建設仮勘定 - 15,000 - 15,000 - - 15,000

有形固定資産計 59,890567,545 - 627,43567,02423,765560,411

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 58,609122,871
131,744
(117,907)

49,73622,88513,83749,736

　電話加入権 1,641 - - 1,641 - - 1,641

無形固定資産計 69,299122,871
131,744
(117,907)

74,26222,88513,83751,377

(注) １．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 　 新社屋建物 125,593千円

土地 　 新社屋土地 407,979千円

ソフトウェア 　 販売管理システム 46,880千円

　 　 ＦＸシステム 73,166千円

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウェア 　 ＦＸシステム 117,907千円

　　なお、当期減少額のうち（　）内は内書で減損損失の計上額であります。

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 - 22,978 - - 22,978

賞与引当金 874 797 874 - 797
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 99

預金 　

普通預金 137,393

通知預金 150,000

定期預金 70,000

別段預金 5,328

小計 362,722

合計 362,822

　

ロ　売掛金

(イ) 相手先別内訳

相手先 金額(千円)

株式会社外為ジャパン 73,500

プラネックスコミュニケーションズ株式会社 31,500

PLANEX　COMMUNICATIONS　Inc.(台湾） 5,369

プラネックスフォースシステムズ株式会社 1,050

合計 111,419

　

(ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首繰越高
(千円)
 
(Ａ)

当期発生高
(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高
(千円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

71,479 1,054,0461,014,106 111,419 90.1 31.66

(注)　消費税の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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ハ　短期貸付金

相手先 金額(千円)

　プラネックスコミュニケーションズ株式会社 261,406

合計 261,406

　 　

ニ　関係会社株式

銘柄 金額(千円)

子会社株式 　

　株式会社外為ジャパン 1,146,755

　プラネックスコミュニケーションズ株式会社 864,545

　プラネックスフォースシステムズ株式会社 74,288

　PT. MENARA MAS INVESTINDO 132,779

  プラネックスデザイン株式会社 20,000

　その他 1,000

合計 2,239,368
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②　負債の部

イ　未払金

内容 金額(千円)

　株式会社外為ジャパン 175,000

　プラネックスコミュニケーションズ株式会社 15,961

　株式会社ハナシマレーシング 12,390

  プラネックスデザイン株式会社 10,500

  PLANEX VIETNAM CO.,LTD. 8,041

　その他 53,714

合計 275,608

　

ロ　長期借入金

内容 金額(千円)

　株式会社みずほ銀行 512,800

合計 512,800

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 ６月30日および12月31日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り ―

　　取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村證券株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告にて公告いたします。
http://www.planexhd.co.jp/
なお、やむを得ない事由により電子公告によることが出来ない場合は、日本経済新聞に
掲載いたします。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

　１　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　事業年度(第17期)(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日) 平成23年３月25日関東財務局長に提出。

　

　２　内部統制報告書及びその添付書類

　　平成23年３月25日関東財務局長に提出。

　

　３　四半期報告書及び確認書

　　第18期第１四半期(自　平成23年１月１日　至　平成23年３月31日) 平成23年５月13日関東財務局長に提出。

　　第18期第２四半期(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日) 平成23年８月12日関東財務局長に提出。

　　第18期第３四半期(自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日) 平成23年11月14日関東財務局長に提出。

　

　４　臨時報告書

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書

　　平成24年２月20日関東財務局長に提出。

  

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規

定に基づく臨時報告書

　　平成24年３月29日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年３月25日

プラネックスホールディング株式会社

取　締　役　会　　御中

東　陽　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　　田　　岳　　司　　㊞

　

指定社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　眞　　治　　㊞

　

指定社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　清　　水　　和　　也　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているプラネックスホールディング株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日ま

での連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、

連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、プラネックスホールディング株式会社及び連結子会社の平成２２年１２月３１日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

１．会計処理方法の変更に記載されているとおり、当連結会計年度より顧客を相手方とする外国為替証拠金

取引の会計処理方法を変更している。

２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、当連結会計年度より「企業結合に関する会計基準」及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」を適用している。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、プラネックスホー

ルディング株式会社の平成２２年１２月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係

る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独

立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、プラネックスホールディング株式会社が平成２２年１２月３１日現在の財務報告に係る内

部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務

報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年３月29日

プラネックスホールディング株式会社

取　締　役　会　　御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　池田　敬二　　㊞

　

指定社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　中村　嘉彦　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているプラネックスホールディング株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、プラネックスホールディング株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、プラネックスホー

ルディング株式会社の平成23年12月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部

統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立

場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、プラネックスホールディング株式会社が平成23年12月31日現在の財務報告に係る内部統制

は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年３月25日

プラネックスホールディング株式会社

取　締　役　会　　御中

東　陽　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　　田　　岳　　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　　藤　　眞　　治　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　清　　水　　和　　也　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているプラネックスホールディング株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日ま

での第１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表

について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、プラネックスホールディング株式会社の平成２２年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了

する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　会計処理方法の変更に記載されているとおり、当事業年度より「企業結合に関する会計基準」及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年３月29日

プラネックスホールディング株式会社

取　締　役　会　　御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　池田　敬二　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中村　嘉彦　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているプラネックスホールディング株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第18

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する

意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、プラネックスホールディング株式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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